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平成２８年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の  

審査意見について 

 

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された平成２８年度

山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について審査した結果、次のとお

り意見書を提出します。 
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平成２８年度歳入歳出決算審査意見書 

 

第 １  審 査 の 対 象 

 

平成２８年度    山 梨 県 一 般 会 計 

平成２８年度    山 梨 県 恩 賜 県 有 財 産 特 別 会 計 

平成２８年度    山 梨 県 災 害 救 助 基 金 特 別 会 計   

平成２８年度    山梨県母子父子寡婦福祉資金特別会計  

平成２８年度    山梨県中小企業近代化資金特別会計  

平成２８年度    山 梨 県 農 業 改 良 資 金 特 別 会 計  

平成２８年度    山 梨 県 市 町 村 振 興 資 金 特 別 会 計 

平成２８年度    山 梨 県 県 税 証 紙 特 別 会 計 

平成２８年度    山 梨 県 集 中 管 理 特 別 会 計 

平成２８年度    山 梨 県 商 工 業 振 興 資 金 特 別 会 計 

平成２８年度    山梨県林業・木材産業改善資金特別会計 

平成２８年度    山 梨 県 流 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計 

平成２８年度    山 梨 県 公 債 管 理 特 別 会 計 

 

 

第 ２  審 査 の 期 間 

 

平成２９年８月１７日から平成２９年９月１４日まで 

 

 

第 ３  審 査 の 手 続 

 

審査に当たっては、 

１ 決算の計数は、附属書類、諸帳票、証拠書類等と符合し正確であるか。 

２ 予算の執行は、議決の趣旨に沿って適正かつ効果的に行われているか。 

３ 財務に関する事務は、財務規則、関係法令等に適合して公正に処理されているか。 

４ 財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか。 

などの諸点に主眼をおき、決算報告書、附属書類、諸帳票、証拠書類等を精査照合するとともに、 

関係職員から概況を聴取し、併せて定例監査及び例月現金出納検査の結果を踏まえ決算審査を行っ

た。 
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第 ４  決 算 の 状 況 

１ 決算規模 
 

一般会計の歳入額は４,６１９億６,３９８万８９２円で、前年度と比較して２.６％減少し、歳出

額は４,５５９億８,８４９万４,６７５円で、前年度と比較して２.６％減少している。 

恩賜県有財産特別会計ほか１１の特別会計の歳入額は３,０００億２,４３０万５,１５６円で、前

年度と比較して２.０％増加し、歳出額は２,８９０億５,１４７万４８９円で、前年度と比較して

２.３％増加している。 

金     額
対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率

円 ％ 円 ％ 円 ％

△ 0.8

△ 0.7

△ 5.5

808,632,418,150

761,988,286,048

745,039,965,164

16,948,320,884

2.0

2.3

△ 6.3

△ 2.6

△ 2.6

△ 4.0

300,024,305,156

289,051,470,489

10,972,834,667

一　般　会　計

予 算 現 額

区 分

501,539,379,669 △ 1.9

特　別　会　計 合　　　計

2.9307,093,038,481 △ 0.1

決
算
額

歳 入 額

歳 出 額

差 引 額

461,963,980,892

455,988,494,675

5,975,486,217

 

２ 決算収支 
 

一般会計の歳入歳出差引額である形式収支は５９億７,５４８万６,２１７円、翌年度へ繰り越すべ

き財源を差し引いた実質収支は２２億２,９４０万６,７４５円で、共に黒字となった。 

また、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、１３億１０２万５８１円の赤字

となり、財政調整基金への積立１,２５７万２９２円を加算し、財政調整基金の取崩３０億円を差し

引いた実質単年度収支も、４２億８,８４５万２８９円の赤字となっている。 

特別会計の形式収支は１０９億７,２８３万４,６６７円、実質収支は１０７億６,４１４万

６,９２３円で、共に黒字となっているが、単年度収支及び実質単年度収支は、７億８,３８７万

７,４６５円の赤字となっている。 

金    額
対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率

円 ％ 円 ％ 円 ％

形 式 収 支 5,975,486,217 △ 4.0 10,972,834,667 △ 6.3 16,948,320,884 △ 5.5

実 質 収 支 2,229,406,745 △ 36.9 10,764,146,923 △ 6.8 12,993,553,668 △ 13.8

単 年 度 収 支 △ 1,301,020,581 △ 341.0 △ 783,877,465 △ 602.6 △ 2,084,898,046 △ 399.6

実 質 単 年 度 収 支 △ 4,288,450,289 △ 854.7 △ 783,877,465 △ 602.6 △ 5,072,327,754 △ 800.4

一 般 会 計

区 分

特 別 会 計 合      計

 

第 ５  審査の結果及び意見 

 一般会計及び各特別会計の決算は、附属書類、諸帳票、証拠書類及び指定金融機関等の残高証明書

の計数と合致しており、また、予算の執行、財務に関する事務及び財産の管理は、概ね適正に行われ

ているものと認められた。 
一方、以下に記載する各項目において述べるように、留意又は改善すべき事項が見受けられるので、

これらに適切に対処し、より一層、効率的、効果的な財政運営を心がけ、県民福祉の向上に努められ

たい。 
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１ 一般会計について 

 

（１）歳 入 

  ① 歳入決算額は、前年度と比較して１２２億８,９７２万６,７２９円（２.６％）の減となって

いる。                                            （第１表参照） 

    これは主に、県税が２２億９,０３９万３,６８６円、地方消費税清算金が３４億８,６２７万

９,１１１円、地方譲与税が２４億３,３３２万８,０６４円、地方交付税が４８億５,００６万

１,０００円、国庫支出金が３３億５,６４７万３,０３８円、繰越金が３９億４,０９４万

３,６６８円減少したことなどによるものである。 

また、歳入状況を自主財源と依存財源でみると、歳入総額に占める割合は、自主財源が

４２.６％、依存財源が５７.４％となっており、自主財源比率は前年度と比較して１.０ポイン

ト低下している。                         （第２表・第３表参照） 

    我が国の経済状況は、平成２９年８月に内閣府が公表した月例経済報告によると、「景気は、

緩やかな回復基調が続いている。」とされている。 

本県経済状況についても、雇用情勢の改善が続く中で、景気が回復していくことが期待される

が、英国のＥＵ離脱問題など、海外経済の不確実性に引き続き注意する必要があるとされている。 

    こうした経済状況の中で、財政基盤の安定を図るため、企業誘致や県経済を牽引する基幹産業

の発展など県内経済の活性化を図る施策を積極的に推進し、県税をはじめとした自主財源の充実、

確保に努められたい。 

     

自主財源と依存財源の比率 

43.4 41.7 
34.7 37.7 40.8 39.7 38.1 41.2 43.6 42.6 

56.6 58.3 
65.3 62.3 59.2 60.3 61.9 58.8 56.4 57.4 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（％）
自主財源 依存財源

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自主財源】 

・県税    954 億円余

・地方消費税清算金 

301億円余

・諸収入   272 億円余

・繰入金   263 億円余

【依存財源】 

・地方交付税 1,283 億円余

・県債    669 億円余

・国庫支出金 561 億円余
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 ② 県債発行額は、臨時財政対策債が６３億４,４１０万円減少したものの、単独事業債が６０億 

６,７００万円、減収補填債（特例分）が５０億７,０００万円、一般補助事業債が３５億

６,７００万円増加したことなどにより、前年度と比較して８３億３,６９０万円増加している。 

年度末県債残高は、償還額が発行額を上回ったため、前年度から９６億２,０７４万８,４９０ 

円減少し、９,７３８億７,４１２万４,９２０円となっている。 

臨時財政対策債を除く県債残高は減少傾向にあるが、多額の県債残高は、後年度の財政負担と 

なり、財政の硬直化を招く要因ともなることから、公共施設の整備に当たっては、後年度の負担 

も十分検討されて計画的に進め、引き続き県債残高の着実な削減を図られたい。 

 

県債残高の推移 

8,774 8,872
9,215

9,843 9,912 9,985 10,066 10,005 9,835 9,739

7,249 7,187 7,161 7,334
7,124 6,961 6,812

6,597 6,333 6,221

1,525 1,685
2,054

2,509
2,788 3,024 3,254

3,408 3,502 3,518

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

県債

臨時財政対策債を除く県債(病院事業債を含む)

臨時財政対策債

（億 円）

651

内は県債発行額

696 972 951 752 770 670586793 675

（億 円）

651

内は県債発行額

696 972 951 752 770 670586793 675

 

 

 

 

 

 

 

   

③ 収入未済額は２８億６,９３５万７,６１６円で、前年度と比較して１億９,６３２万

７,２５５円（６.４％）減少している。                       （第１表・第８表参照） 

このうち、県税の収入未済額は、前年度と比較して１億７,７３４万５,７９３円減少し１７億 

１,９５０万１,２８５円である。その主なものは、個人県民税１２億５,１６３万２,４７８円、 

不動産取得税１億９,９９４万８,１２７円及び自動車税１億３,９２１万２,７９０円である。 

個人県民税については、市町村との連携の効果などにより１億８,６７４万２,３９８円減少し 

ている。                                 （第４表参照） 

県税以外の収入未済額は、前年度と比較して１,８９８万１,４６２円減少し１１億４,９８５ 

万６,３３１円である。その主なものは、県営住宅使用料３億６,２６１万８,９５７円、旧須玉 

町地内の行政代執行に係る費用１億９,２８２万３,４５８円及び上野原市内土砂撤去費等に係

る不当利得返還請求１億５,５９１万７,０３５円である。           （第７表参照） 

調定額は４,６５０億円余、収入済額は４,６１９億円余、不納欠損額は１億７千万円余で、調 

定額に対する収入率は、９９.３％と前年度と変わらないものの、収入未済額は、２８億円超と

引き続き多額である。 

○依存財源である県債発行額は 669 億

円余 

・対前年比 83 億円余(14.2%)増加 

○県債発行額の主なもの 

・一般補助事業債   268 億円余 ※１

・臨時財政対策債   196 億円余 ※２

・単独事業債      150 億円余 ※３

 

（参考） 

○県全体の県債残高は 1 兆 70 億円余

・一般会計             9,738 億円余

・特別会計                326 億円余

・企業会計                  9 億円余

※１ 一般補助事業債は、国の補助事業や国直轄事業に係る県債。 

※２ 臨時財政対策債は、国の地方交付税特別会計の財源が不足し、地方交付税として交付するべき財源が不足した

場合に、地方交付税の交付額を減らして地方公共団体に地方債を発行させるものである。臨時財政対策債の元利

償還金相当額は、全額が後年度地方交付税の基準財政需要額に算入される。 

※３ 単独事業債は、県単独事業に係る県債。 



― 5 ―

債権の回収は、厳しい財政状況の中、財源確保や公平性の観点から重要な課題である。今後と

も、新たな未収金の発生を防止するとともに、滞納初期におけるきめ細かな状況把握や交渉等に

より、債権の早期回収に向けた取組を進められたい。 
また、法令や山梨県滞納債権処理方針等に基づく厳正な債権管理を行い、収入未済額の解消に

なお一層努められたい。                          （第１表参照） 
 

収入未済額の推移 

4,973 
5,098 

4,906 
4,692 

4,466 

4,069 

3,518 

3,077 3,066 
2,869 
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4,031 
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1,720 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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（百万円） 収入未済額 うち県税
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（２）歳 出 

① 歳出決算額は、前年度と比較して１２０億３,７６１万２３３円(２.６％)の減となっている。      

（第９表参照） 

これは主に、土木費が２４億６９６万５,３７０円増加したものの、商工費が２６億

３,２５５万９,２９０円、労働費が１２億８８万１,７５７円、衛生費が１１億７,７８５万

４,５３４円、基金積立金の減などにより諸支出金が８１億５,８４０万６,２２２円減少したこ

となどによるものである。 

性質別決算状況をみると、行政経費は２,４５２億３,８９５万７千円で、前年度と比較して

２２億６,４５８万円(０.９％)増加した。                 （第１０表参照） 

これは主に、人件費や物件費が減少したものの、県林業公社の廃止に伴う補助費の増加などに

よるものである。また、構成比は５３.８％と前年度より１.９ポイント増加している。          

投資的経費は８１４億６,２８５万円で、前年度と比較して４５億３,６８６万６千円

(５.３％)減少した。 

これは、単独事業費や補助事業費の減少などによるものである。また、構成比は１７.９％と

前年度より０.５ポイント減少している。 

公債費は８５５億５,７０７万９千円で、前年度と比較して７億５,３６５万２千円(０.９％)

減少し、構成比は１８.８％と前年度より０.４ポイント増加している。 

これは、臨時財政対策債等を除く通常の県債等残高の計画的な削減を行ってきたことなどによ

るものである。 

今後とも、公債費や人件費などの義務的経費の適切な管理に努め、財政の硬直化の抑制を図ら

れたい。 

 

性質別決算の推移 
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 人件費と公債費の推移 
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② 翌年度繰越額は１０５事業、３１４億６,２８３万１,３３９円で、前年度と比較して２４事業

減少しているが、繰越額は６０億８,５２６万６,６７０円(２４.０％)増加している。 

これは主に、国の経済対策に呼応して公共事業費等を補正予算に計上したことや、消防防災ヘ

リコプターの更新などによるものである。 

内訳は、継続費逓次繰越２事業、１５億９,３６０万９,５１９円、繰越明許費９０事業、

２９６億７,９４３万９,６８７円、事故繰越１３事業、１億８,９７８万２,１３３円である。 

今後とも、計画的な事業執行に努めるとともに、繰越に係る事業については、事業効果の早期

発現が図られるよう迅速かつ効率的に実施されたい。 

 

③ 不用額は１４０億８,８０５万３,６５５円で、その主なものは、商工費が５５億３,３３０万

６，８３８円、教育費が１６億５，２１７万５１５円であり、前年度と比較して３６億３，５９３万

６,２８１円(２０.５％)減少している。 

不用額については、ここ数年は１５０億円前後で推移しているが、今後とも限られた財源を有

効に活用できるよう適切に予算計上するとともに、引き続き経費の節減に努める中で、事業の目

的に沿った計画的な事業執行に努められたい。 

 

繰越額と不用額の推移 
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２ 特別会計について 

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 実質収支額 単年度収支額

会  計  名 （Ａ） (B） (C)=(A)-(B） (E)=(C)-(D）

円 円 円 円 円 円

恩 賜 県 有 財 産

特 別 会 計
10,101,614,571 6,897,741,704 3,203,872,867 57,333,977 3,146,538,890 98,720,092

災 害 救 助 基 金

特 別 会 計
433,392 433,392 0 0 0 0

母子父子寡婦福祉

資 金 特 別 会 計
204,614,373 63,554,324 141,060,049 0 141,060,049 14,782,322

中 小 企 業 近 代 化

資 金 特 別 会 計
5,735,825,883 2,777,911,995 2,957,913,888 0 2,957,913,888 △ 744,042,132

農 業 改 良 資 金

特 別 会 計
199,994,451 37,775,000 162,219,451 0 162,219,451 △ 14,362,896

市 町 村 振 興 資 金

特 別 会 計
5,019,087,766 1,504,258,000 3,514,829,766 0 3,514,829,766 △ 247,849,121

県税証紙特別会計 1,525,746,700 1,483,388,900 42,357,800 0 42,357,800 9,611,100

集 中 管 理

特 別 会 計
103,015,425,645 102,990,406,270 25,019,375 0 25,019,375 0

商 工 業 振 興 資 金

特 別 会 計
36,927,909,000 36,927,909,000 0 0 0 0

林業・ 木材産業改善

資 金 特 別 会 計
154,095,279 15,759,828 138,335,451 0 138,335,451 15,492,370

流 域 下 水 道 事 業

特 別 会 計
6,415,414,483 5,628,188,463 787,226,020 151,353,767 635,872,253 83,770,800

公債管理特別会計 130,724,143,613 130,724,143,613 0 0 0 0

合   計 300,024,305,156 289,051,470,489 10,972,834,667 208,687,744 10,764,146,923 △ 783,877,465

翌年度へ繰り越

すべき財源(D）

 

 
① 恩賜県有財産特別会計ほか１１会計の歳入総額は、３,０００億２,４３０万５,１５６円で、前

年度と比較して５８億２,５６４万９,０１８円（２.０％）の増となっており、歳出総額は、

２,８９０億５,１４７万４８９円で、前年度と比較して６５億６，６３０万７,３５２円（２.３％）

の増となっている。 
 
② 歳入総額から歳出総額を差し引いた歳入歳出差引額は、１０９億７,２８３万４,６６７円で、前

年度と比較して７億４,０６５万８,３３４円（６.３％）の減となっている。 
 
③ 翌年度へ繰り越すべき財源２億８６８万７,７４４円を差し引いた実質収支額は、１０７億 

６,４１４万６,９２３円で、前年度と比較して７億８,３８７万７,４６５円（６.８％）減少して

いる。 
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歳入決算額対前年度比較 
予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.9 0.1

率
％

102.9 101.9 102.0 0.0 74.6

△ 148,872,323対
前
年

度
比
較

金
額

8,651,428,209 5,675,036,695 5,825,649,018 △ 1,740,000

98.6 99.8298,441,610,272 294,786,722,333 294,198,656,138 △ 4,242,954,134

97.7 99.9

年度

307,093,038,481 300,461,759,028 300,024,305,156 0 △ 7,068,733,325

27

28

 

 
歳出決算額対前年度比較 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.6

102.3 － 145.6 0.0 111.2
率
％

102.9

8,651,428,209 6,566,307,352 0 405,352,302 △ 6,480,000対
前
年

度
比
較

金
額

888,424,481 6,480,000 15,061,542,654 94.7298,441,610,27227 282,485,163,137 0

1,293,776,783 0 16,747,791,209 94.1307,093,038,481 289,051,470,489 082

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 
④ 収入未済額の総額は、４億３,７４５万３,８７２円で、前年度と比較して１億４,８８７万
２,３２３円（２５.４％）減少している。 
これは主として、中小企業近代化資金特別会計に係る高度化資金貸付金償還金について、平成

２９年２月議会の議決を受けて特定調停が成立し、償還を猶予したことなどにより１億
４,３６７万８,２９０円減少したことが要因となっている。 

債権の回収は、厳しい財政状況の中、財源確保や公平性の観点から重要な課題である。今後とも、

新たな未収金の発生を防止するとともに、滞納初期におけるきめ細かな状況把握や交渉等により、

債権の早期回収に向けた取組を進められたい。 

また、法令や山梨県滞納債権処理方針等に基づく厳正な債権管理を行い、収入未済額の解消にな

お一層努められたい。 
 

収入未済額の推移 
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586,326,195

437,453,872

1,740,000

1,686,248,555
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⑤ 各会計の実質収支額推移状況は次の表のとおりであり、平成２８年度の総額は１０７億

６,４１４万６,９２３円と、前年度と比較して７億８,３８７万７,４６５円減少している。 

特別会計内に留保している資金（実質収支額）については、これまで一般会計への繰り出しを求

めてきたところであり、平成２８年度は、総額２０３億１,８１５万円余を繰り出している。 

今後も、財源の有効活用の観点から、必要に応じて一般会計に繰り出すなど、予算管理と執行に

留意されたい。 
 

実質収支額の推移  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

（ 百万円 ）

恩賜県有財産特別会計 災害救助基金特別会計 母子父子寡婦福祉資金特別会計

中小企業近代化資金特別会計 農業改良資金特別会計 市町村振興資金特別会計

県税証紙特別会計 集中管理特別会計 商工業振興資金特別会計

林業・木材産業改善資金特別会計 流域下水道事業特別会計 公債管理特別会計

←流域下水道事業

←恩賜県有財産

←中小企業近代化

資金

←市町村振興資金

←商工業振興資金

 

 
 

特別会計は、地方自治法の規定により、特定の事業を行う場合に、特定の歳入をもって特定の歳出

に充て、一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合に条例でこれを設置することができると

されている。 

特別会計のうち、農業改良資金特別会計については、農業者等に対する技術導入資金の貸付け等に

係る資金を運用管理するため設置されたものであるが、平成２２年に農業改良資金助成法が改正され、

貸付主体が都道府県から（株）日本政策金融公庫に変更されたところである。 

現在、同特別会計は、過去の貸付けに係る国への償還を業務としており、特別会計の設置を義務付

けていた規定も削除されたことなどを踏まえ、今後の同特別会計のあり方について検討されたい。 
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３ 財産について                            

 

  

① 普通財産に係る未利用地は、平成２８年度に、７件、２万７,５５７.００㎡を有効活用する一

方、用途廃止等により新たに４件、４,６５４.２０㎡が未利用地となったため、２２件、６万

９,７５１.６７㎡が残されている。 

  普通財産については、売却や一時貸付などにより、その有効活用に取り組んでいるところであ

るが、定期借地権の対象の拡大を検討するなど、未利用地の有効活用に引き続き努力されたい｡ 

 

② 公共事業に伴う取得用地の当年度分未登記筆数は１７２筆で、前年度の８２筆に比べて９０筆

増加している。また、過年度分未登記筆数については、平成２８年度末累計で２,５７４筆と、

前年度より１２９筆減少している。なお、当年度分については、順次登記の手続が進められてい

る。 

取得用地の登記については､「過年度未登記処理方針」を策定し､未登記の解消に努めており、

ここ数年で着実に減少しているところであるが、依然として多くの未登記筆が残されている。県

有財産の適正管理の観点から､未登記の解消に向け､なお一層努力されたい｡ 

 

 

未登記筆数の推移 

3,429 3,181 3,185 3,328 3,043

2,785 2,746

284 130 200 356 208 82 172

3,145 3,051 2,985 2,972

2,835 2,703 2,574

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

２２年度末 ２３年度末 ２４年度末 ２５年度末 ２６年度末 ２７年度末 ２８年度末

(筆数)

未登記累計数

当該年度未登記数

過年度未登記数

 

 

 

  ③ 財産については、公有財産事務取扱規則により、購入（取得）、処分、貸付、行政財産の使用

許可及び財産の借受に当たっては、直ちに移動報告書を提出することになっているが、昨年度に

実施した定例監査においては、提出されていない事例が１３件あった。 

財産の的確な把握は、財産管理の基本であり、有効活用にも資することから、適切な事務の執

行に努められたい。 
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４ 財政運営について 
 
① 一般会計の歳入においては、繰越金等の減少により自主財源が前年度と比較して９９億

８,２８０万１,６２７円減少し、依存財源が地方交付税や国庫支出金の減少などにより２３億

６９２万５,１０２円減少したため、歳入総額は４,６１９億６,３９８万８９２円となり、前年度

よりも１２２億８,９７２万６,７２９円減少している。 

  歳出においては、商工費について、商工業振興資金貸付金の減少に伴い、貸付金の原資となる繰

出金が見込額を下回ったため、前年度と比較して２６億３,２５５万９,２９０円減少したことなど

により、歳出総額は４,５５９億８,８４９万４,６７５円となり、前年度よりも１２０億

３,７６１万２３３円減少している。 

  平成２７年１２月に策定された「ダイナミックやまなし総合計画」において、効果的な財政運営

を推進するため、県税徴収率の向上や県債等残高の計画的な削減をはじめ、出資法人改革やふるさ

と納税の推進などを主な施策・事業としているが、こうした取組を推進することで、政策の実現に

必要な財源の確保を図られたい。 

  また、県有財産について、ネーミングライツの対象拡大など更なる有効活用を検討するとともに、

歳計現金及び基金について、高度な専門的知識を有する者の活用等による運用を検討するなど、一

層工夫して財源の確保に取り組まれたい。 
  
② 財政調整基金、県債管理基金及び公共施設整備等事業基金の主要３基金の平成２８年度末残高は、

前年度と比較して３,０１９万８,５３４円（０.０３％）減少し、８８１億７,８３５万５,０８１円

となっている。 

  今後の健全で安定的な財政運営を図るため、基金の設置目的や財政状況に応じた的確な運用に努

められたい。 

 
③ 財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、経常的一般財源等の減少により、前年度と比較して

４.４ポイント上昇し、９６.７％となっている。 

経常的一般財源等の減少は、主として、一部主要法人における前年度の短期的な利益増からの反

動による法人二税の減収や基準財政収入額の増加による地方交付税の減収などによるものである。 

   義務的経費の抑制に努められているにもかかわらず経常収支比率は増加傾向にあり、今後の財政

運営が懸念される。 

経常収支比率の硬直化は、重点的、政策的な投資に影響を与えることから、義務的経費の抑制と

ともに、県税等一般財源の確実な確保に努められたい。 
 

 
 
歳入の大幅な増加が見込めない一方で、歳出については、財政の中期見通しによれば、今後も介護 

保険関係経費や高齢者医療費など社会保障に係る費用の増加が見込まれることから、依然として厳し 

い財政運営を余儀なくされている。 

また、財政の健全性を示す指標である実質公債費比率は、県債等残高の計画的な削減により、臨時 

財政対策債を除く元利償還金が減少したことなどから、０.４ポイント低下（改善）しているものの 

将来負担比率は０.２ポイント上昇するなど、将来を見据えた健全な財政運営が強く求められている。 

ついては、「輝き あんしん プラチナ社会」の実現に向けて「ダイナミックやまなし総合計画」 

の着実な推進を図るため、引き続き行財政改革に取り組み、効率的かつ効果的な行政運営に努めると 

ともに、将来にわたる健全で安定的な財政運営の確保に取り組まれたい。 
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実質公債費比率・地方債の元利償還金等の推移 

82,126 82,025 82,368 83,988 84,790 85,044 85,306

45,207 45,919
46,877

49,241
51,225

52,672 52,946

16.9 16.8

16.4 16.4
16.1

15.3 15.4
15.7

16.8

16.6 16.5
16.2

15.9
15.5
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65,000

70,000
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85,000

90,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（％）（百万円）

地方債の元利償還金及び準元利償還金 元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 単年度実質公債費比率 実質公債費比率（３年平均）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
① 79,173 78,536 78,266 78,650 79,215 79,326 78,073

準元利償還金 ② 2,953 3,489 4,102 5,338 5,575 5,718 7,233
③＝①+② 82,126 82,025 82,368 83,988 84,790 85,044 85,306

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 ④ 45,207 45,919 46,877 49,241 51,225 52,672 52,946
元利償還金等の基準財政需要への未算入額 ⑤＝③-④ 36,919 36,106 35,491 34,747 33,565 32,372 32,360
単年度実質公債費比率 ⑥ 16.9 16.8 16.4 16.4 16.1 15.3 15.4
実質公債費比率（３年平均） ⑦ 15.7 16.8 16.6 16.5 16.2 15.9 15.5
標準財政規模 ⑧ 263,298 261,026 263,473 260,864 260,067 264,906 263,483

88.2 92.5 93.8 93.4 93.4 92.3 96.7

（単位：百万円、％)

経常収支比率

地方債の元利償還金及び準元利償還金（元利償還金等）

区　　　　　　分
地方債の元利償還金（繰上償還額、特定財源を除く）

 

 

 

 

 

 

実質公債費比率⑦ ＝
地方債の元利償還金(特定財源等を除く)①＋準元利償還金②－基準財政需要額算入額④

標準財政規模⑧－基準財政需要額算入額④

 
 
将来負担比率の推移 

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

① 1,187,798 1,194,260 1,191,375 1,193,518 1,181,261 1,166,218 1,160,633

うち、設立法人の負債額等負担見込額 28,530 26,763 26,444 25,586 23,616 22,612 15,845

② 691,261 713,249 721,882 736,797 735,997 736,510 734,009

③ 263,298 261,026 263,473 260,864 260,067 264,906 263,483

④ 45,207 45,919 46,877 49,241 51,225 52,672 52,946

⑤ 227.6 223.6 216.7 215.8 213.2 202.4 202.6

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額

将来負担比率

将来負担額

充当可能財源等

標準財政規模

区　　　　　　分

（単位：百万円、％)

将来負担比率⑤ ＝
将来負担額①－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）②

標準財政規模③－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）④

 

○ ①の「地方債の元利償還金」とは、地方債の元利償還額から特定財源等を控除したもの。 

○ ②の「準元利償還金」とは、満期一括償還地方債の元金償還金相当額、公営企業債の償還に充てたと認められる繰

出金及び債務負担行為に基づく支出等。 

○ ④の「元利償還金等に係る基準財政需要額算入額」は、地方交付税の算定上、基準財政需要額に算入される元利償

還金及び準元利償還金の合計。 
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7
9
,3

0
3
,3

4
0

2
,8

6
9
,3

5
7
,6

1
6

9
2
.1

9
9
.3

4
7
4
,2

5
3
,7

0
7
,6

2
1

△
 1

2
,2

8
9
,7

2
6
,7

2
9

△
 2

.6
1
0
0
.0

1
0
0
.0

※
　

収
入

済
総

額
に

占
め

る
割

合
の

単
位

未
満

は
四

捨
五

入
し

て
あ

る
の

で
、

内
訳

の
合

計
が

合
計

欄
と

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
る

。
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金
  

  
  

額
構

 成
 比

金
  

  
  

額
構

 成
 比

金
  

  
  

額
増

減
率

円
％

円
％

円
％

県
税

9
5
,4

0
9
,5

7
0
,0

6
5

2
0
.7

9
7
,6

9
9
,9

6
3
,7

5
1

2
0
.6

△
 2

,2
9
0
,3

9
3
,6

8
6

△
 2

.3

地
方

消
費

税
清

算
金

3
0
,1

5
0
,6

6
9
,4

5
6

6
.5

3
3
,6

3
6
,9

4
8
,5

6
7

7
.1

△
 3

,4
8
6
,2

7
9
,1

1
1

△
 1

0
.4

分
担

金
及

び
負

担
金

2
,0

8
2
,4

9
0
,6

9
5

0
.5

1
,9

6
6
,3

5
4
,8

9
7

0
.4

1
1
6
,1

3
5
,7

9
8

5
.9

使
用

料
及

び
手

数
料

7
,7

4
2
,2

8
7
,5

4
5

1
.7

7
,1

4
9
,0

8
4
,6

3
0

1
.5

5
9
3
,2

0
2
,9

1
5

8
.3

財
産

収
入

1
,3

6
1
,2

3
3
,1

2
2

0
.3

1
,4

6
1
,0

8
7
,7

1
9

0
.3

△
 9

9
,8

5
4
,5

9
7

△
 6

.8

寄
附

金
1
7
5
,2

6
9
,2

6
0

0
.0

1
6
8
,6

9
1
,1

2
1

0
.0

6
,5

7
8
,1

3
9

3
.9

繰
入

金
2
6
,3

6
7
,8

3
3
,6

0
1

5
.7

2
5
,6

0
8
,4

4
9
,0

4
0

5
.4

7
5
9
,3

8
4
,5

6
1

3
.0

繰
越

金
6
,2

2
7
,6

0
2
,7

1
3

1
.3

1
0
,1

6
8
,5

4
6
,3

8
1

2
.1

△
 3

,9
4
0
,9

4
3
,6

6
8

△
 3

8
.8

諸
収

入
2
7
,2

0
3
,5

3
3
,9

6
0

5
.9

2
8
,8

4
4
,1

6
5
,9

3
8

6
.1

△
 1

,6
4
0
,6

3
1
,9

7
8

△
 5

.7

計
1
9
6

7
2
0

4
9
0

4
1
7

4
2

6
2
0
6

7
0
3

2
9
2

0
4
4

4
3

6
△

9
9
8
2

8
0
1

6
2
7

△
4

8

自 　 主 　 財 　 源

収
入

財
源

別
構

成
の

対
前

年
度

比
較

（
第

２
表

）

区
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 分

平
成

２
８

年
度

平
成

２
７

年
度

比
 較

 増
 減

計
1
9
6
,7

2
0
,4

9
0
,4

1
7

4
2
.6

2
0
6
,7

0
3
,2

9
2
,0

4
4

4
3
.6

△
 9

,9
8
2
,8

0
1
,6

2
7

△
 4

.8

地
方

譲
与

税
1
3
,1

9
5
,7

6
4
,0

0
0

2
.9

1
5
,6

2
9
,0

9
2
,0

6
4

3
.3

△
 2

,4
3
3
,3

2
8
,0

6
4

△
 1

5
.6

地
方

特
例

交
付

金
2
7
1
,2

9
8
,0

0
0

0
.1

2
6
4
,9

3
1
,0

0
0

0
.1

6
,3

6
7
,0

0
0

2
.4

地
方

交
付

税
1
2
8
,3

4
2
,0

1
8
,0

0
0

2
7
.8

1
3
3
,1

9
2
,0

7
9
,0

0
0

2
8
.1

△
 4

,8
5
0
,0

6
1
,0

0
0

△
 3

.6

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
2
8
2
,2

3
6
,0

0
0

0
.1

2
9
2
,5

6
6
,0

0
0

0
.1

△
 1

0
,3

3
0
,0

0
0

△
 3

.5

国
庫

支
出

金
5
6
,1

8
5
,9

7
4
,4

7
5

1
2
.2

5
9
,5

4
2
,4

4
7
,5

1
3

1
2
.6

△
 3

,3
5
6
,4

7
3
,0

3
8

△
 5

.6

県
債

6
6
,9

6
6
,2

0
0
,0

0
0

1
4
.5

5
8
,6

2
9
,3

0
0
,0

0
0

1
2
.4

8
,3

3
6
,9

0
0
,0

0
0

1
4
.2

計
2
6
5
,2

4
3
,4

9
0
,4

7
5

5
7
.4

2
6
7
,5

5
0
,4

1
5
,5

7
7

5
6
.4

△
 2

,3
0
6
,9

2
5
,1

0
2

△
 0

.9

4
6
1
,9

6
3
,9

8
0
,8

9
2

1
0
0
.0

4
7
4
,2

5
3
,7

0
7
,6

2
1

1
0
0
.0

△
 1

2
,2

8
9
,7

2
6
,7

2
9

△
 2

.6

※
　

構
成

比
の

単
位

未
満

は
四

捨
五

入
し

て
あ

る
の

で
、

内
訳

の
合

計
が

合
計

欄
と

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
る

。

依 　 存 　 財 　 源

合
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 計
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(
第

３
表

)

 
金

　
　

額
増

減
率

 
金

　
　

額
増

減
率

 
金

　
　

額
増

減
率

 
金

　
　

額
増

減
率

 
金

　
　

額
増

減
率

県
税

8
3
,
2
6
8
,
9
9
1
,
2
3
2

△
 
0
.
6

8
2
,
5
6
7
,
8
5
2
,
5
2
3

△
 
0
.
8

8
5
,
4
3
0
,
4
1
0
,
1
1
7

3
.
5

9
7
,
6
9
9
,
9
6
3
,
7
5
1

1
4
.
4

9
5
,
4
0
9
,
5
7
0
,
0
6
5

△
 
2
.
3

地
方

消
費

税
清

算
金

1
6
,
9
5
5
,
5
7
9
,
0
7
6

△
 
0
.
2

1
6
,
8
1
3
,
0
7
0
,
8
0
0

△
 
0
.
8

2
0
,
3
6
9
,
7
9
4
,
6
9
9

2
1
.
2

3
3
,
6
3
6
,
9
4
8
,
5
6
7

6
5
.
1

3
0
,
1
5
0
,
6
6
9
,
4
5
6

△
 
1
0
.
4

分
担

金
及

び
負

担
金

2
,
8
9
4
,
6
6
8
,
3
4
8

△
 
1
4
.
4

3
,
0
1
2
,
6
6
6
,
9
1
7

4
.
1

2
,
1
4
5
,
8
1
5
,
5
1
7

△
 
2
8
.
8

1
,
9
6
6
,
3
5
4
,
8
9
7

△
 
8
.
4

2
,
0
8
2
,
4
9
0
,
6
9
5

5
.
9

使
用

料
及

び
手

数
料

6
,
0
4
8
,
5
1
5
,
8
2
0

3
.
3

5
,
6
4
5
,
0
4
0
,
0
7
7

△
 
6
.
7

6
,
4
6
1
,
7
2
9
,
1
2
8

1
4
.
5

7
,
1
4
9
,
0
8
4
,
6
3
0

1
0
.
6

7
,
7
4
2
,
2
8
7
,
5
4
5

8
.
3

財
産

収
入

6
2
5
,
9
8
9
,
3
1
1

△
 
2
.
7

1
,
0
5
3
,
8
5
8
,
6
2
3

6
8
.
4

6
1
8
,
1
2
5
,
3
9
7

△
 
4
1
.
3

1
,
4
6
1
,
0
8
7
,
7
1
9

1
3
6
.
4

1
,
3
6
1
,
2
3
3
,
1
2
2

△
 
6
.
8

寄
附

金
9
7
,
4
4
4
,
8
7
0

△
 
9
.
8

1
1
2
,
7
8
4
,
6
0
7

1
5
.
7

2
5
1
,
3
5
0
,
2
5
7

1
2
2
.
9

1
6
8
,
6
9
1
,
1
2
1

△
 
3
2
.
9

1
7
5
,
2
6
9
,
2
6
0

3
.
9

繰
入

金
4
0
,
9
7
0
,
1
6
0
,
4
8
8

△
 
2
1
.
3

4
6
,
1
0
8
,
5
4
3
,
5
6
2

1
2
.
5

4
0
,
6
2
9
,
3
5
4
,
3
1
1

△
 
1
1
.
9

2
5
,
6
0
8
,
4
4
9
,
0
4
0

△
 
3
7
.
0

2
6
,
3
6
7
,
8
3
3
,
6
0
1

3
.
0

繰
越

金
1
3
,
9
5
6
,
4
1
6
,
1
5
4

△
 
4
.
4

1
0
,
7
1
8
,
2
8
9
,
8
6
6

△
 
2
3
.
2

1
3
,
5
6
7
,
6
4
5
,
9
7
2

2
6
.
6

1
0
,
1
6
8
,
5
4
6
,
3
8
1

△
 
2
5
.
1

6
,
2
2
7
,
6
0
2
,
7
1
3

△
 
3
8
.
8

諸
収

入
2
4
,
9
9
1
,
8
4
4
,
5
7
4

3
.
6

2
5
,
3
1
1
,
4
0
0
,
6
3
6

1
.
3

3
0
,
3
0
1
,
9
6
4
,
8
2
9

1
9
.
7

2
8
,
8
4
4
,
1
6
5
,
9
3
8

△
 
4
.
8

2
7
,
2
0
3
,
5
3
3
,
9
6
0

△
 
5
.
7

自
主

財
源

計
1
8
9
,
8
0
9
,
6
0
9
,
8
7
3

△
 
5
.
8

1
9
1
,
3
4
3
,
5
0
7
,
6
1
1

0
.
8

1
9
9
,
7
7
6
,
1
9
0
,
2
2
7

4
.
4

2
0
6
,
7
0
3
,
2
9
2
,
0
4
4

3
.
5

1
9
6
,
7
2
0
,
4
9
0
,
4
1
7

△
 
4
.
8

地
方

譲
与

税
1
2
,
3
3
5
,
4
2
0
,
4
3
8

2
.
6

1
4
,
5
1
0
,
1
1
6
,
0
3
2

1
7
.
6

1
7
,
0
2
5
,
6
1
3
,
0
6
2

1
7
.
3

1
5
,
6
2
9
,
0
9
2
,
0
6
4

△
 
8
.
2

1
3
,
1
9
5
,
7
6
4
,
0
0
0

△
 
1
5
.
6

地
方

特
例

交
付

金
2
6
9
,
5
0
5
,
0
0
0

△
 
7
1
.
1

2
7
6
,
6
7
6
,
0
0
0

2
.
7

2
6
3
,
4
1
0
,
0
0
0

△
 
4
.
8

2
6
4
,
9
3
1
,
0
0
0

0
.
6

2
7
1
,
2
9
8
,
0
0
0

2
.
4

地
方

交
付

税
1
3
1
,
7
6
9
,
2
7
2
,
0
0
0

△
 
0
.
7

1
3
2
,
3
8
9
,
6
5
0
,
0
0
0

0
.
5

1
3
5
,
2
8
6
,
5
6
9
,
0
0
0

2
.
2

1
3
3
,
1
9
2
,
0
7
9
,
0
0
0

△
 
1
.
5

1
2
8
,
3
4
2
,
0
1
8
,
0
0
0

△
 
3
.
6

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
3
3
9
,
0
2
1
,
0
0
0

△
 
2
.
3

3
2
9
,
0
1
4
,
0
0
0

△
 
3
.
0

2
8
5
,
3
0
7
,
0
0
0

△
 
1
3
.
3

2
9
2
,
5
6
6
,
0
0
0

2
.
5

2
8
2
,
2
3
6
,
0
0
0

△
 
3
.
5

国
庫

支
出

金
6
6
,
3
2
8
,
7
1
2
,
7
3
2

△
 
6
.
7

8
3
,
6
2
0
,
5
2
0
,
5
6
6

2
6
.
1

6
5
,
0
9
3
,
4
2
9
,
7
4
0

△
 
2
2
.
2

5
9
,
5
4
2
,
4
4
7
,
5
1
3

△
 
8
.
5

5
6
,
1
8
5
,
9
7
4
,
4
7
5

△
 
5
.
6

県
債

7
7
,
0
2
5
,
6
0
0
,
0
0
0

2
.
4

7
9
,
2
8
8
,
1
0
0
,
0
0
0

2
.
9

6
7
,
5
4
2
,
1
0
0
,
0
0
0

△
 
1
4
.
8

5
8
,
6
2
9
,
3
0
0
,
0
0
0

△
 
1
3
.
2

6
6
,
9
6
6
,
2
0
0
,
0
0
0

1
4
.
2

依
存

財
源

計
2
8
8
,
0
6
7
,
5
3
1
,
1
7
0

△
 
1
.
4

3
1
0
,
4
1
4
,
0
7
6
,
5
9
8

7
.
8

2
8
5
,
4
9
6
,
4
2
8
,
8
0
2

△
 
8
.
0

2
6
7
,
55
0
,
4
1
5
,
5
7
7

△
 
6
.
3

2
6
5
,
2
4
3
,
4
9
0
,
4
7
5

△
 
0
.
9

合
計

4
7
7
,
8
7
7
,
1
4
1
,
0
4
3

△
 
3
.
2

5
0
1
,
7
5
7
,
5
8
4
,
2
0
9

5
.
0

4
8
5
,
2
7
2
,
6
1
9
,
0
2
9

△
 
3
.
3

4
7
4
,
2
5
3
,
7
0
7
,
6
2
1

△
 
2
.
3

4
6
1
,
9
6
3
,
9
8
0
,
8
9
2

△
 
2
.
6

 
平

　
成

　
２

７
　

年
　

度
 
平

　
成

　
２

８
　

年
　

度

科
目

別
及

び
財

源
別

の
収

入
済

額
の

推
移

単
位

：
円

、
％

 
 
 
科

 
 
 
 
目

 
平

　
成

　
２

４
　

年
　

度
 
平

　
成

　
２

５
　

年
　

度
 
平

　
成

　
２

６
　

年
　

度
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区
  

 分

平
成

２
８

年
度

平
成

２
７

年
度

比
較

増
減

額
増

減
率

平
成

２
８

年
度

平
成

２
７

年
度

比
較

増
減

額
増

減
率

不
納

欠
損

額
収

入
未

済
額

円
円

円
％

円
円

円
％

円
円

個
  

  
  

 人
2
9
,7

8
8
,3

3
8
,4

3
6

3
0
,1

1
9
,5

0
5
,6

7
3

△
 3

3
1
,1

6
7
,2

3
7

△
 1

.1
2
8
,4

1
5
,2

5
9
,0

0
7

2
8
,5

5
8
,1

4
4
,6

7
5

△
 1

4
2
,8

8
5
,6

6
8

△
 0

.5
1
2
1
,4

4
6
,9

5
1

1
,2

5
1
,6

3
2
,4

7
8

法
  

  
  

 人
4
,2

8
3
,4

6
5
,1

7
3

6
,2

7
5
,8

0
8
,4

8
3

△
 1

,9
9
2
,3

4
3
,3

1
0

△
 3

1
.7

4
,2

5
5
,2

3
2
,7

1
4

6
,2

5
1
,6

8
3
,6

2
4

△
 1

,9
9
6
,4

5
0
,9

1
0

△
 3

1
.9

1
,7

8
1
,5

0
4

2
6
,4

5
0
,9

5
5

利
  

子
  

割
2
8
7
,8

0
5
,2

7
8

3
3
6
,4

3
1
,3

1
9

△
 4

8
,6

2
6
,0

4
1

△
 1

4
.5

2
8
7
,8

0
5
,2

7
8

3
3
6
,4

3
1
,3

1
9

△
 4

8
,6

2
6
,0

4
1

△
 1

4
.5

0
0

計
3
4
,3

5
9
,6

0
8
,8

8
7

3
6
,7

3
1
,7

4
5
,4

7
5

△
 2

,3
7
2
,1

3
6
,5

8
8

△
 6

.5
3
2
,9

5
8
,2

9
6
,9

9
9

3
5
,1

4
6
,2

5
9
,6

1
8

△
 2

,1
8
7
,9

6
2
,6

1
9

△
 6

.2
1
2
3
,2

2
8
,4

5
5

1
,2

7
8
,0

8
3
,4

3
3

個
  

  
  

 人
1
,0

1
9
,6

9
9
,5

9
2

1
,0

2
8
,8

5
1
,6

2
8

△
 9

,1
5
2
,0

3
6

△
 0

.9
9
9
3
,4

9
9
,6

6
5

1
,0

0
0
,9

0
7
,0

9
9

△
 7

,4
0
7
,4

3
4

△
 0

.7
1
,9

9
9
,2

5
7

2
4
,2

0
0
,6

7
0

法
  

  
  

 人
2
3
,4

8
5
,8

7
0
,5

5
8

2
4
,3

6
6
,2

7
0
,6

0
8

△
 8

8
0
,4

0
0
,0

5
0

△
 3

.6
2
3
,4

1
2
,5

2
2
,9

6
8

2
4
,3

1
5
,5

5
5
,6

8
2

△
 9

0
3
,0

3
2
,7

1
4

△
 3

.7
3
,6

7
9
,3

5
4

6
9
,6

6
8
,2

3
6

計
2
4
,5

0
5
,5

7
0
,1

5
0

2
5
,3

9
5
,1

2
2
,2

3
6

△
 8

8
9
,5

5
2
,0

8
6

△
 3

.5
2
4
,4

0
6
,0

2
2
,6

3
3

2
5
,3

1
6
,4

6
2
,7

8
1

△
 9

1
0
,4

4
0
,1

4
8

△
 3

.6
5
,6

7
8
,6

1
1

9
3
,8

6
8
,9

0
6

譲
  

渡
  

割
1
3
,1

9
4
,9

5
2
,9

0
1

1
2
,4

7
5
,6

4
6
,3

1
8

7
1
9
,3

0
6
,5

8
3

5
.8

1
3
,1

9
4
,9

5
2
,9

0
1

1
2
,4

7
5
,6

4
6
,3

1
8

7
1
9
,3

0
6
,5

8
3

5
.8

0
0

貨
  

物
  

割
1
3
4
,4

5
1
,9

0
0

1
2
9
,7

1
3
,6

0
0

4
,7

3
8
,3

0
0

3
.7

1
3
4
,4

5
1
,9

0
0

1
2
9
,7

1
3
,6

0
0

4
,7

3
8
,3

0
0

3
.7

0
0

計
1
3
,3

2
9
,4

0
4
,8

0
1

1
2
,6

0
5
,3

5
9
,9

1
8

7
2
4
,0

4
4
,8

8
3

5
.7

1
3
,3

2
9
,4

0
4
,8

0
1

1
2
,6

0
5
,3

5
9
,9

1
8

7
2
4
,0

4
4
,8

8
3

5
.7

0
0

2
,0

8
8
,9

5
5
,7

6
2

2
,0

4
3
,2

8
4
,7

4
6

4
5
,6

7
1
,0

1
6

2
.2

1
,8

8
2
,8

4
4
,2

5
0

1
,8

3
1
,8

4
1
,7

7
1

5
1
,0

0
2
,4

7
9

2
.8

6
,1

6
3
,3

8
5

1
9
9
,9

4
8
,1

2
7

1
,0

1
4
,5

0
9
,5

1
4

1
,0

4
5
,6

3
4
,8

0
2

△
 3

1
,1

2
5
,2

8
8

△
 3

.0
1
,0

1
4
,5

0
9
,5

1
4

1
,0

4
5
,6

3
4
,8

0
2

△
 3

1
,1

2
5
,2

8
8

△
 3

.0
0

0

県 民 税 事 業 税 地 消 税

不
 動

 産
 取

 得
 税

県
た

ば
こ

税

県
  

税
  

税
  

目
  

別
  

収
  

入
  

状
  

況
（

第
４

表
）

調
　

　
定

　
　

額
収

  
  

  
 入

  
  

  
 額

平
 成

 ２
８

 年
 度

税
  

 目

1
,0

1
4
,5

0
9
,5

1
4

1
,0

4
5
,6

3
4
,8

0
2

△
 3

1
,1

2
5
,2

8
8

△
 3

.0
1
,0

1
4
,5

0
9
,5

1
4

1
,0

4
5
,6

3
4
,8

0
2

△
 3

1
,1

2
5
,2

8
8

△
 3

.0
0

0

7
7
6
,4

5
8
,0

2
9

7
9
1
,2

8
5
,5

0
0

△
 1

4
,8

2
7
,4

7
1

△
 1

.9
7
6
8
,0

7
0
,0

0
0

7
8
5
,1

5
3
,0

7
1

△
 1

7
,0

8
3
,0

7
1

△
 2

.2
0

8
,3

8
8
,0

2
9

1
2
,9

9
3
,6

9
1
,1

2
0

1
3
,1

1
4
,5

2
4
,0

8
7

△
 1

2
0
,8

3
2
,9

6
7

△
 0

.9
1
2
,8

3
7
,7

6
8
,4

4
2

1
2
,9

2
3
,6

8
7
,5

3
8

△
 8

5
,9

1
9
,0

9
6

△
 0

.7
1
6
,7

0
9
,8

8
8

1
3
9
,2

1
2
,7

9
0

2
4
3
,2

0
0

2
9
5
,2

0
0

△
 5

2
,0

0
0

△
 1

7
.6

2
4
3
,2

0
0

2
9
5
,2

0
0

△
 5

2
,0

0
0

△
 1

7
.6

0
0

0
0

0
-

0
0

0
-

0
0

1
,0

3
8
,5

8
3
,8

0
0

9
6
3
,3

3
2
,5

0
0

7
5
,2

5
1
,3

0
0

7
.8

1
,0

3
8
,5

8
3
,8

0
0

9
6
3
,3

3
2
,5

0
0

7
5,

2
5
1
,3

0
0

7
.8

0
0

7
,1

5
7
,0

0
0
,1

2
6

7
,0

6
2
,0

6
8
,8

5
2

9
4
,9

3
1
,2

7
4

1
.3

7
,1

5
7
,0

0
0
,1

2
6

7
,0

6
2
,0

6
8
,8

5
2

9
4
,9

3
1
,2

7
4

1
.3

0
0

1
6
,8

2
6
,3

0
0

1
9
,8

6
7
,7

0
0

△
 3

,0
4
1
,4

0
0

△
 1

5
.3

1
6
,8

2
6
,3

0
0

1
9
,8

6
7
,7

0
0

△
 3

,0
4
1
,4

0
0

△
 1

5
.3

0
0

9
7
,2

8
0
,8

5
1
,6

8
9

9
9
,7

7
2
,5

2
1
,0

1
6

△
 2

,4
9
1
,6

6
9
,3

2
7

△
 2

.5
9
5
,4

0
9
,5

7
0
,0

6
5

9
7
,6

9
9
,9

6
3
,7

5
1

△
 2

,2
9
0
,3

9
3
,6

8
6

△
 2

.3
1
5
1
,7

8
0
,3

3
9

1
,7

1
9
,5

0
1
,2

8
5

合
  

  
  

  
  

計

自
動

車
税

鉱
区

税

固
　

定
　

資
　

産
　

税

自
 動

 車
 取

 得
 税

軽
  

油
  

引
  

取
  

税

狩
猟

税

県
た

ば
こ

税

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
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（
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５
表

）

事
  

 由

税
  

 目
件

  
 数

金
  

  
  

  
額

件
  

 数
金

  
  

  
 額

件
  

 数
金

  
  

  
 額

件
  

 数
金

  
  

  
 額

件
円

件
円

件
円

件
円

個
人

県
民

税
1
,
6
4
7

2
7
,
7
3
3
,
9
6
7

8
3
4

2
4
,
6
2
7
,
5
9
6

4
,
4
9
6

6
9
,
0
8
5
,
3
8
8

6
,
9
7
7

1
2
1
,
4
4
6
,
9
5
1

法
人

県
民

税
7

2
5
4
,
8
0
0

3
5

8
3
9
,
4
0
7

1
5

6
8
7
,
2
9
7

5
7

1
,
7
8
1
,
5
0
4

個
人

事
業

税
1
0

1
,
7
0
4
,
0
9
0

2
1
3
8
,
9
0
0

4
1
5
6
,
2
6
7

1
6

1
,
9
9
9
,
2
5
7

法
人

事
業

税
3

5
3
2
,
6
6
2

8
7
7
1
,
4
9
5

5
2
,
3
7
5
,
1
9
7

1
6

3
,
6
7
9
,
3
5
4

不
動

産
取

得
税

7
4
2
0
,
5
0
0

3
5
,
1
6
6
,
7
8
5

7
5
7
6
,
1
0
0

1
7

6
,
1
6
3
,
3
8
5

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
0

0
0

0
0

0
0

0

県
 税

 徴
 収

 不
 納

 欠
 損

 の
 状

 況

執
行

停
止

後
３

年
経

過
納

付
納

入
義

務
の

即
時

消
滅

時
  

  
  

  
  

  
  

効
計

（
地

方
税

法
第

1
5
条

の
7
第

4
項

）
（
同

法
第

1
5
条

の
7
第

5
項

）
（
 同

 法
 第

 1
8
 条

 ）

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
0

0
0

0
0

0
0

0

自
動

車
税

1
1
3

4
,
5
1
7
,
6
2
8

8
3

2
,
6
4
4
,
8
8
7

2
3
6

9
,
5
4
7
,
3
7
3

4
3
2

1
6
,
7
0
9
,
8
8
8

鉱
区

税
0

0
0

0
0

0
0

0

  
  

合
  

  
  

  
  

  
  

計
1
,7

8
7

3
5
,1

6
3
,6

4
7

9
6
5

3
4
,1

8
9
,0

7
0

4
,7

6
3

8
2
,4

2
7
,6

2
2

7
,5

1
5

1
5
1
,7

8
0
,3

3
9
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金
  

  
 額

増
 減

 率
金

  
  

 額
増

 減
 率

金
  

  
 額

増
 減

 率
金

  
  

 額
増

 減
 率

金
  

  
 額

増
 減

 率

個
  

人
  

県
  

民
  

税
2
6
9
,8

0
8
,2

2
2

6
3
.9

2
5
7
,7

4
7
,6

2
4

△
 4

.5
1
6
7
,1

9
2
,4

7
9

△
 3

5
.1

1
22

,9
8
6
,1

2
2

△
 2

6
.4

1
2
1
,4

4
6
,9

5
1

△
 1

.3

法
  

人
  

県
  

民
  

税
3
,5

2
8
,3

3
7

△
 4

3
.1

2
,9

8
5
,4

8
7

△
 1

5
.4

3
,2

9
1
,9

9
8

1
0
.3

4
,6

6
3
,4

8
6

4
1
.7

1
,7

8
1
,5

0
4

△
 6

1
.8

小
  

  
  

 計
2
7
3
,3

3
6
,5

5
9

6
0
.0

2
6
0
,7

3
3
,1

1
1

△
 4

.6
1
7
0
,4

8
4
,4

7
7

△
 3

4
.6

1
2
7
,6

49
,6

0
8

△
 2

5
.1

1
2
3
,2

2
8
,4

5
5

△
 3

.5

個
  

人
  

事
  

業
  

税
5
,9

2
7
,6

3
7

△
 2

4
.2

7
,8

2
8
,1

2
4

3
2
.1

8
,3

4
0
,6

3
4

6
.5

4
,3

9
4
,8

3
7

△
 4

7
.3

1
,9

9
9
,2

5
7

△
 5

4
.5

法
  

人
  

事
  

業
  

税
2
,1

4
8
,1

0
6

△
 6

9
.6

1
4
,4

8
3
,9

1
5

5
7
4
.3

4
,0

7
8
,4

4
4

△
 7

1
.8

9
,7

3
4,

1
0
0

1
3
8
.7

3
,6

7
9
,3

5
4

△
 6

2
.2

小
  

  
  

 計
8
,0

7
5
,7

4
3

△
 4

5
.8

2
2
,3

1
2
,0

3
9

1
7
6
.3

1
2
,4

1
9
,0

7
8

△
 4

4
.3

1
4
,1

2
8
,9

3
7

1
3
.8

5
,6

7
8
,6

1
1

△
 5

9
.8

7
5
,5

5
4
,6

8
2

2
9
.6

1
1
,6

5
1
,5

7
4

△
 8

4
.6

4
0
,3

6
8
,5

5
4

2
4
6
.5

1
1
,3

3
6
,5

1
3

△
 7

1
.9

6
,1

6
3
,3

8
5

△
 4

5
.6

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-

4
5
,9

8
9
,9

0
4

△
 2

1
.8

3
9
,0

5
1
,2

0
0

△
 1

5
.1

3
8
,9

0
6
,4

7
2

△
 0

.4
2
2
,5

9
5
,1

2
9

△
 4

1
.9

1
6
,7

0
9
,8

8
8

△
 2

6
.0

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

料
理

飲
食

等
消

費
税

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

特
別

地
方

消
費

税
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

0
-

軽
油

引
取

税
2

2
2
2

1
5
3

皆
増

0
皆

減
0

-
0

-
0

-

平
 成

 2
4
 年

 度
平

 成
 2

5
 年

 度

自
動

車
税

鉱
区

税

軽
油

引
取

税

※ 旧 法県 民 税 事 業 税 不
動

産
取

得
税

県
た

ば
こ

税

ゴ
ル

フ
場

利
用

税

科
  

  
  

  
  

  
 目

平
 成

 2
6
 年

 度
平

 成
 2

7
 年

 度

目
 別

 不
 納

 欠
 損

 額
 の

 推
 移

（
第

６
表

）
単

位
 ：

 円
、

％

平
 成

 2
８

 年
 度

軽
油

引
取

税
2
,2

2
2
,1

5
3

皆
増

0
皆

減
0

-
0

-
0

-

計
2
,2

2
2
,1

5
3

1
1
.7

0
皆

減
0

-
0

-
0

-

4
0
5
,1

7
9
,0

4
1

2
.4

3
3
3
,7

4
7
,9

2
4

△
 1

7
.6

2
6
2
,1

7
8
,5

8
1

△
 2

1
.4

1
7
5
,7

1
0
,1

8
7

△
 3

3.
0

1
5
1
,7

8
0
,3

3
9

△
 1

3
.6

3
,1

0
2
,2

6
2

△
 4

1
.7

7
,0

4
4
,9

4
9

1
2
7
.1

1
5
7
,6

2
6

△
 9

7
.8

8
6
,2

4
0

△
 4

5
.3

3
,7

1
4
,4

0
7

4
2
0
7
.1

使
び

総
務

使
用

料
0

-
1
,9

1
5

皆
増

0
皆

減
0

-
0

-
用

手
土

木
使

用
料

3
,7

0
1
,9

0
8

△
 2

3
.9

9
,0

4
9
,6

6
0

1
4
4
.5

1
1
,2

8
5
,5

8
3

2
4
.7

9
,4

0
8
,4

2
7

△
 1

6
.6

2
,6

0
1,

3
1
3

△
 7

2
.4

料
数

教
育

使
用

料
6
1
4
,3

0
0

皆
増

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
及

料
小

　
　

　
計

4
,3

1
6
,2

0
8

△
 1

2
.1

9
,0

5
1
,5

7
5

1
0
9
.7

1
1
,2

8
5
,5

8
3

2
4
.7

9
,4

0
8
,4

2
7

△
 1

6
.6

2
,6

0
1
,3

1
3

△
 7

2
.4

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

延
滞

金
、

加
算

金
及

び
過

料
7
0
5
,1

0
0

△
 6

7
.0

5
0
0
,6

7
9

△
 2

9
.0

1
,5

5
9
,9

8
4

2
1
1
.6

3
,6

6
7
,0

2
0

1
3
5
.1

5
3
7
,6

1
1

△
 8

5
.3

県
預

金
及

び
貸

付
金

等
利

子
収

入
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

0
-

貸
付

金
等

償
還

金
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

0
-

雑
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 入
6
,6

5
1
,9

6
8

△
 7

6
.6

6
9
,6

4
6
,4

9
1

9
4
7
.0

1
3
,9

5
9
,9

0
1

△
 8

0
.0

3
,9

4
3
,0

4
0

△
 7

1
.8

2
0
,6

6
9
,6

7
0

4
2
4
.2

小
  

  
  

 計
7
,3

5
7
,0

6
8

△
 7

6
.0

7
0
,1

4
7
,1

7
0

8
5
3
.5

1
5
,5

1
9
,8

8
5

△
 7

7
.9

7
,6

1
0
,0

60
△

 5
1
.0

2
1
,2

0
7
,2

8
1

1
7
8
.7

4
1
9
,9

5
4
,5

7
9

△
 3

.8
4
1
9
,9

9
1
,6

1
8

0
.0

2
8
9
,1

4
1
,6

7
5

△
 3

1
.2

1
9
2
,8

1
4
,9

1
4

△
 3

3
.3

1
7
9
,3

0
3
,3

4
0

△
 7

.0

分
担

金
及

び
負

担
金

財
産

収
入

諸 収 入

合
  

  
  

  
  

  
  

  
計

法

県
  

  
  

  
  

税
  

  
  

  
  

計
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目
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）
内

　
　

　
訳

件
　

　
数

平
成

2
8
年

度
収

入
未

済
額

平
成

2
7
年

度
収

入
未

済
額

対
前

年
度

増
減

額

児
童

福
祉

費
負

担
金

児
童

福
祉

総
務

費
負

担
金

5
0

6
4
3
,9

1
2

1
,5

4
1
,2

1
2

△
 8

9
7
,3

0
0

児
童

措
置

費
負

担
金

3
,0

2
1

2
3
,7

6
2
,0

3
3

2
5
,0

8
0
,1

9
4

△
 1

,3
1
8
,1

6
1

児
童

福
祉

施
設

費
負

担
金

6
2
1

4
,8

0
0
,4

2
9

4
,3

7
4
,6

4
0

4
2
5
,7

8
9

計
3
,6

9
2

2
9
,2

0
6
,3

7
4

3
0
,9

9
6
,0

4
6

△
 1

,7
8
9
,6

7
2

河
川

砂
防

費
負

担
金

河
川

工
事

等
原

因
者

負
担

金
1

3
5
,3

9
3
,6

2
2

3
5
,3

9
5
,7

8
2

△
 2

,1
6
0

児
童

福
祉

費
使

用
料

あ
け

ぼ
の

医
療

福
祉

セ
ン

タ
ー

等
使

用
料

2
3
6

3
,3

4
2
,3

9
4

3
,4

5
1
,1

0
6

△
 1

0
8
,7

1
2

育
精

福
祉

セ
ン

タ
ー

使
用

料
4
4

3
7
7
,3

0
0

3
6
3
,5

0
0

1
3
,8

0
0

職
業

訓
練

費
使

用
料

産
業

技
術

短
期

大
学

校
授

業
料

4
7
5
5
,0

0
0

8
8
5
,0

0
0

△
 1

3
0
,0

0
0

商
工

費
使

用
料

富
士

工
業

技
術

セ
ン

タ
ー

機
械

使
用

料
0

0
3
,4

8
0

△
 3

,4
8
0

道
路

使
用

料
4

1
2
,1

6
6

1
3
,6

6
0

△
 1

,4
9
4

河
川

使
用

料
1
7

2
,3

1
7
,5

0
4

1
,7

9
3
,5

5
3

5
2
3
,9

5
1

県
営

住
宅

使
用

料
1
3
,6

0
3

3
6
2
,6

1
8
,9

5
7

3
6
6
,1

8
5
,8

3
9

△
 3

,5
6
6
,8

8
2

県
営

住
宅

駐
車

場
使

用
料

1
,0

6
1

2
,5

0
9
,1

0
0

2
,1

5
7
,7

0
0

3
5
1
,4

0
0

高
等

学
校

費
使

用
料

授
業

料
2
9

8
6
7

9
0
0

3
5
8

8
0
0

5
0
9

1
0
0

税
　
外

　
収

　
入

　
未

　
済

　
状

　
況

単
位
：
件
、
円

高
等

学
校

費
使

用
料

授
業

料
2
9

8
6
7
,9

0
0

3
5
8
,8

0
0

5
0
9
,1

0
0

大
学

費
使

用
料

県
立

大
学

授
業

料
2

5
3
5
,8

0
0

8
0
3
,7

0
0

△
 2

6
7
,9

0
0

児
童

福
祉

費
手

数
料

こ
こ

ろ
の

発
達

総
合

支
援

セ
ン

タ
ー

手
数

料
0

0
2
0
,0

0
0

△
 2

0
,0

0
0

生
産

物
売

払
収

入
1

2
2
2
,2

6
4

0
2
2
2
,2

6
4

延
滞

金
、

加
算

金
及

び
過

料
過

少
申

告
加

算
金

2
7
1
8
,2

8
9

0
7
1
8
,2

8
9

不
申

告
加

算
金

2
9

1
,0

4
3
,0

9
8

2
1
9
,7

4
8

8
2
3
,3

5
0

重
加

算
金

4
9

2
2
,2

3
2
,0

0
4

1
2
,2

2
0
,6

8
6

1
0
,0

1
1
,3

1
8

契
約

に
係

る
損

害
賠

償
請

求
1

4
5
0
,0

0
0

6
0
0
,0

0
0

△
 1

5
0
,0

0
0

県
補

助
金

返
還

金
に

係
る

延
滞

金
、

加
算

金
6
3

1
0
0
,2

0
7
,0

5
0

1
0
0
,2

0
7
,0

5
0

0

延
滞

金
6

1
3
0
,0

0
0

1
1
9
,2

6
0

1
0
,7

4
0

放
置

違
反

金
6

8
5
,0

0
0

8
5
,0

0
0

0

計
1
5
6

1
2
4
,8

6
5
,4

4
1

1
1
3
,4

5
1
,7

4
4

1
1
,4

1
3
,6

9
7
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科
　

　
　

　
　

目
　

 （
節

）
内

　
　

　
訳

件
　

　
数

平
成

2
8
年

度
収

入
未

済
額

平
成

2
7
年

度
収

入
未

済
額

対
前

年
度

増
減

額

県
預

金
及

び
貸

付
金

等
利

子
収

入
1
6
1

4
,1

0
3
,1

2
4

4
,1

8
7
,9

5
8

△
 8

4
,8

3
4

高
齢

者
居

室
等

整
備

資
金

償
還

金
4
2

1
3
,5

5
9
,4

3
0

1
3
,8

0
8
,4

3
0

△
 2

4
9
,0

0
0

在
宅

重
度

心
身

障
害

者
居

室
整

備
資

金
償

還
金

1
1
8

1
3
,5

3
1
,4

0
0

1
4
,0

7
8
,9

3
0

△
 5

4
7
,5

3
0

父
子

福
祉

資
金

貸
付

金
償

還
金

2
2
4

5
,7

2
3
,3

0
0

5
,9

2
4
,5

0
0

△
 2

0
1
,2

0
0

重
度

心
身

障
害

者
医

療
費

貸
付

金
償

還
金

8
2

1
,9

7
9
,3

1
5

1
,4

4
0
,7

4
8

5
3
8
,5

6
7

看
護

師
等

貸
費

生
貸

与
金

償
還

金
5
3

3
,3

2
7
,3

0
0

3
,6

3
5
,5

0
0

△
 3

0
8
,2

0
0

教
育

奨
励

資
金

貸
付

金
償

還
金

3
2
7

1
3
,5

4
9
,9

0
0

1
3
,5

2
9
,2

0
0

2
0
,7

0
0

弁
償

金
2
3

5
0
0
,0

9
0

5
0
0
,0

9
0

0

違
約

金
及

び
延

納
利

息
1
9

1
7
,2

7
2
,5

0
3

3
8
,3

2
3
,4

0
1

△
 2

1
,0

5
0
,8

9
8

雑
入

恩
給

過
払

金
2

7
6
4
,2

0
0

8
1
2
,2

0
0

△
 4

8
,0

0
0

児
童

扶
養

手
当

等
返

還
金

1
1
5

4
4
,6

8
2
,0

3
0

4
2
,4

7
0
,9

7
6

2
,2

1
1
,0

5
4

行
政

代
執

行
に

よ
る

旧
須

玉
町

日
向

処
分

場
撤

去
費

用
1

1
9
2
,8

2
3
,4

5
8

1
9
2
,8

2
3
,4

5
8

0

行
政

代
執

行
に

よ
る

大
月

市
不

法
投

棄
撤

去
費

用
1

5
,8

9
8
,0

5
1

5
,8

9
8
,5

9
9

△
 5

4
8

行
政

代
執

行
に

よ
る

旧
上

九
一

色
村

硫
酸

ピ
ッ

チ
撤

去
費

等
1

2
,0

2
7
,0

0
0

2
,1

7
5
,0

0
0

△
 1

4
8
,0

0
0

上
野

原
市

内
土

砂
撤

去
費

等
に

係
る

不
当

利
得

返
還

請
求

4
1
5
5

9
1
7

0
3
5

1
5
5

9
1
7

0
3
5

0

単
位
：
件
、
円

上
野

原
市

内
土

砂
撤

去
費

等
に

係
る

不
当

利
得

返
還

請
求

4
1
5
5
,9

1
7
,0

3
5

1
5
5
,9

1
7
,0

3
5

0

県
補

助
金

返
還

金
5

3
1
,5

4
8
,8

0
4

3
1
,6

9
8
,8

0
4

△
 1

5
0
,0

0
0

緊
急

雇
用

創
出

基
金

事
業

返
還

金
2

5
5
,0

2
2
,2

9
6

5
9
,2

2
2
,2

9
6

△
 4

,2
0
0
,0

0
0

県
営

住
宅

明
渡

不
履

行
損

害
賠

償
金

9
1
,6

8
1
,3

6
6

1
,7

4
1
,3

6
6

△
 6

0
,0

0
0

県
営

住
宅

無
断

退
去

者
修

繕
費

1
4

1
,0

3
8
,3

5
0

1
,1

5
2
,1

5
0

△
 1

1
3
,8

0
0

用
地

買
収

費
過

払
金

1
1
,3

3
4
,0

0
0

1
,3

3
4
,0

0
0

0

高
等

学
校

定
時

制
課

程
及

び
通

信
制

課
程

就
学

奨
励

金
貸

付
返

還
金

5
8

7
1
1
,0

0
0

7
1
3
,0

0
0

△
 2

,0
0
0

地
域

改
善

対
策

高
等

学
校

等
奨

学
資

金
返

還
金

3
4
4

1
9
,0

6
8
,5

2
8

1
9
,8

2
5
,1

9
5

△
 7

5
6
,6

6
7

こ
と

ぶ
き

勧
学

院
基

本
学

習
費

1
7
1
0
,0

0
0

7
1
0
,0

0
0

0

児
童

手
当

過
払

金
1

6
0
,0

0
0

0
6
0
,0

0
0

行
政

財
産

の
使

用
に

伴
う

電
気

料
等

1
2
9

2
,4

0
0

△
 2

,3
7
1

関
東

・
東

北
豪

雨
に

係
る

派
遣

費
用

0
0

1
,0

3
2
,6

4
7

△
 1

,0
3
2
,6

4
7

計
5
6
0

5
1
3
,2

8
6
,1

4
7

5
1
7
,5

2
9
,1

2
6

△
 4

,2
4
2
,9

7
9

合
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

計
2
0
,4

5
9

1
,1

4
9
,8

5
6
,3

3
1

1
,1

6
8
,8

3
7
,7

9
3

△
 1

8
,9

8
1
,4

6
2
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金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

県
税

2
,8

1
8
,7

0
4
,4

8
2

△
 1

1
.4

2
,3

8
2
,0

2
0
,6

5
7

△
 1

5
.5

1
,9

6
0
,3

6
5
,4

9
0

△
 1

7
.7

1
,8

9
6
,8

4
7
,0

7
8

△
 3

.2
1
,7

1
9
,5

0
1
,2

8
5

△
 9

.3

地
方

消
費

税
清

算
金

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

地
方

譲
与

税
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

地
方

特
例

交
付

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

地
方

交
付

税
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

分
担

金
及

び
負

担
金

6
1
,4

7
4
,5

6
4

1
.0

6
0
,6

0
6
,4

1
1

△
 1

.4
6
2
,6

7
7
,6

9
8

3
.4

6
6
,3

9
1
,8

2
8

5
.9

6
4
,5

9
9
,9

96
△

 2
.7

使
用

料
及

び
手

数
料

4
1
7

4
3
6

3
1
2

△
1

3
4
1
1

5
8
1

8
8
2

△
1

4
3
8
9

5
1
4

2
9
3

△
5

4
3
7
6

0
3
6

3
3
8

△
3

5
3
7
3

3
3
6

1
2
1

△
0

7

科
　

目
　

別
　

収
　

入
　

未
　

済
　

額
　

の
　

推
　

移

単
位

　
：
円

、
％

科
  
  
 目

平
　

成
　

２
４

　
年

　
度

平
　

成
　

２
５

　
年

　
度

平
　

成
　

２
６

　
年

　
度

平
　

成
　

２
７

　
年

　
度

平
　

成
　

２
８

　
年

　
度

使
用

料
及

び
手

数
料

4
1
7
,4

3
6
,3

1
2

△
 1

.3
4
1
1
,5

8
1
,8

8
2

△
 1

.4
3
8
9
,5

1
4
,2

9
3

△
 5

.4
3
7
6
,0

3
6
,3

3
8

△
 3

.5
3
7
3
,3

3
6
,1

2
1

△
 0

.7

国
庫

支
出

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

財
産

収
入

0
-

3
5
2
,1

4
4

皆
増

2
3
7
,2

8
7

△
 3

2
.6

0
皆

減
2
2
2
,2

6
4

皆
増

寄
附

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

繰
入

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

繰
越

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

諸
収

入
7
7
1
,4

0
1
,0

0
2

△
 3

.8
6
6
2
,9

6
2
,2

1
3

△
 1

4
.1

6
6
4
,3

0
5
,7

9
7

0
.2

7
2
6
,4

0
9
,6

2
7

9
.3
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第 ６  決 算 の 概 要 

 
１ 歳入歳出決算について 

（単位：円） 

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ-Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般 461,963,980,892 455,988,494,675 5,975,486,217 3,746,079,472 2,229,406,745

特別 300,024,305,156 289,051,470,489 10,972,834,667 208,687,744 10,764,146,923

計 761,988,286,048 745,039,965,164 16,948,320,884 3,954,767,216 12,993,553,668

一般 474,253,707,621 468,026,104,908 6,227,602,713 2,697,175,387 3,530,427,326

特別 294,198,656,138 282,485,163,137 11,713,493,001 165,468,613 11,548,024,388

計 768,452,363,759 750,511,268,045 17,941,095,714 2,862,644,000 15,078,451,714

一般 △ 12,289,726,729 △ 12,037,610,233 △ 252,116,496 1,048,904,085 △ 1,301,020,581

特別 5,825,649,018 6,566,307,352 △ 740,658,334 43,219,131 △ 783,877,465

計 △ 6,464,077,711 △ 5,471,302,881 △ 992,774,830 1,092,123,216 △ 2,084,898,046

実質収支額

28

27

歳入歳出差引額
翌年度へ繰り
越すべき財源

対
前
年

度
増
減

歳出決算額年
度

会
計
別

歳入決算額

 

 

  歳入歳出差引額は、一般会計が５９億７,５４８万６,２１７円、特別会計が１０９億７,２８３万

４,６６７円、合計１６９億４,８３２万８８４円で、前年度と比較して９億９,２７７万４,８３０円

（５.５％）減少している。 

  歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は、一般会計が２２億

２,９４０万６,７４５円、特別会計が１０７億６,４１４万６,９２３円、合計１２９億９,３５５万

３,６６８円で、前年度と比較して２０億８,４８９万８,０４６円（１３.８％）減少している。 

 

7,280

7,614

7,810
7,996

7,707

7,923 7,924

7,684 7,619

7,102

7,410 7,524

7,746

7,474
7,650

7,706

7,505 7,450

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

(億円) 一般会計と特別会計の合計した決算額の推移
歳入決算額

歳出決算額
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２ 決算の分析について 

 

（１）決算収支の状況 

 

① 一般会計                               （単位：円、％） 

差引増減額 増減率

歳 入 総 額 A 461,963,980,892 474,253,707,621 △ 12,289,726,729 △ 2.6

歳 出 総 額 B 455,988,494,675 468,026,104,908 △ 12,037,610,233 △ 2.6

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 額 ）

C=A-B 5,975,486,217 6,227,602,713 △ 252,116,496 △ 4.0

翌 年 度 繰 越 財 源 額 D 3,746,079,472 2,697,175,387 1,048,904,085 38.9

実 質 収 支 額 E=C-D 2,229,406,745 3,530,427,326 △ 1,301,020,581 △ 36.9

前 年 度 実 質 収 支 額 F 3,530,427,326 2,990,575,536 539,851,790 18.1

単 年 度 収 支 額 G=E-F △ 1,301,020,581 539,851,790 △ 1,840,872,371 341.0

財 政 調 整 基 金 積 立 額 H 12,570,292 28,380,011 △ 15,809,719 △ 55.7

地 方 債 繰 上 償 還 額 I 0 0 0 －

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 J 3,000,000,000 0 3,000,000,000 皆増

実 質 単 年 度 収 支 額 K=G+H+I-J △ 4,288,450,289 568,231,801 △ 4,856,682,090 △ 854.7

平成２７年度区 分 平成２８年度
前年度比較

 

 

単年度収支額（Ｇ）

＜歳入・歳出等説明図＞

歳出総額（Ｂ） 歳入歳出差引額【形式収支額】（Ｃ）

実質収支額（Ｅ）

歳入総額（Ａ）

翌年度繰越財源額（Ｄ） 前年度実質収支額（Ｆ）

 

 

一般会計の歳入歳出差引額５９億７,５４８万６,２１７円から、翌年度へ繰り越すべき財源３７億

４,６０７万９,４７２円を差し引いた実質収支額は、２２億２,９４０万６,７４５円の黒字となって

いる。 

また、この実質収支額から前年度実質収支額３５億３,０４２万７,３２６円を差し引いた単年度収

支額は、１３億１０２万５８１円の赤字となり、これに財政調整基金積立額１,２５７万２９２円を

加算し、財政調整基金取崩額３０億円を差し引いた実質単年度収支額は、４２億８,８４５万２８９円

の赤字となっている。 

なお、実質単年度収支額は、前年度と比較して４８億５,６６８万２,０９０円減少しているが、こ

れは主に財政調整基金取崩額の皆増によるものである。 
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  ② 特別会計                               （単位：円、％） 

差引増減額 増減率

歳 入 総 額 A 300,024,305,156 294,198,656,138 5,825,649,018 2.0

歳 出 総 額 B 289,051,470,489 282,485,163,137 6,566,307,352 2.3

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 額 ）

C=A-B 10,972,834,667 11,713,493,001 △ 740,658,334 △ 6.3

翌 年 度 繰 越 財 源 額 D 208,687,744 165,468,613 43,219,131 26.1

実 質 収 支 額 E=C-D 10,764,146,923 11,548,024,388 △ 783,877,465 △ 6.8

前 年 度 実 質 収 支 額 F 11,548,024,388 11,392,053,069 155,971,319 1.4

単 年 度 収 支 額 G=E-F △ 783,877,465 155,971,319 △ 939,848,784 △ 602.6

財 政 調 整 基 金 積 立 額 H － － － －

地 方 債 繰 上 償 還 額 I － － － －

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 J － － － －

実 質 単 年 度 収 支 額 K=G+H+I-J △ 783,877,465 155,971,319 △ 939,848,784 △ 602.6

区 分 平成２８年度 平成２７年度
前年度比較

 

 

特別会計の歳入歳出差引額１０９億７,２８３万４,６６７円から、翌年度へ繰り越すべき財源２億

８６８万７,７４４円を差し引いた実質収支額は、１０７億６,４１４万６,９２３円の黒字となって

いる。 

また、この実質収支額から前年度実質収支額１１５億４,８０２万４,３８８円を差し引いた単年度

収支額は、７億８,３８７万７,４６５円の赤字となっている。 

 

（２）財政の構造 

 

  財政の構造を示す指標の推移は、次の表のとおりである。 

  平成２８年度の財政力指数は０.３９６２５と、前年度と比較して０.０１７４９上昇している。 

  実質収支の標準財政規模に対する割合を示す実質収支比率は１.７％と、前年度と比較して０.４ポ

イント低下している。 

  財政構造の弾力性を示す指標のうち、経常収支比率については９６.７％と、前年度と比較して

４.４ポイント上昇している。 

  公債費による財政負担の度合いを示す指標のうち、公債費負担比率は１８.８％と、前年度と比較

して６.５ポイント低下（改善）している。 

  実質公債費比率（３年平均）は１５.５％と、前年度と比較して０.４ポイント低下（改善）してい

る。 

                           【単位：％、ポイント（財政力指数を除く）】 

前年度増減

財 政 力 指 数 0.43727 0.43350 0.40244 0.37580 0.36243 0.37267 0.37247 0.37876 0.39625 0.01749

実 質 収 支 比 率 0.9 1.0 1.8 1.9 2.1 1.6 1.9 2.1 1.7 △ 0.4

経 常 収 支 比 率 93.1 93.9 88.2 92.5 93.8 93.4 93.4 92.3 96.7 4.4

公 債 費 負 担 比 率 24.3 23.7 25.0 24.7 26.3 24.7 25.7 25.3 18.8 △ 6.5

実 質 公 債 費 比 率
（ 単 年 度 ） 13.6 16.8 16.9 16.8 16.4 16.4 16.1 15.3 15.4 0.1

実 質 公 債 費 比 率
（ ３ 年 平 均 ） 12.9 14.2 15.7 16.8 16.6 16.5 16.2 15.9 15.5 △ 0.4

24年度 26年度 28年度区　　分 23年度20年度 21年度 22年度 25年度 27年度
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0.43727 0.43350
0.40244

0.37580 0.36243 0.37267 0.37247 0.37876
0.39625

0.30000

0.40000

0.50000

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

財政力指数

 

0.9
1.0

1.8 1.9
2.1

1.6
1.9

2.1

1.7

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

(％）
実質収支比率

 

93.1 93.9
88.2

92.5
93.8 93.4 93.4

92.3

96.7

85.0

90.0

95.0

100.0

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（％）
経常収支比率

 

24.3 23.7 25.0 24.7 26.3 24.7 25.7 25.3
18.8

0.0

10.0

20.0

30.0

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（％）
公債費負担比率

 

12.9

14.2

15.7

16.8

16.6 16.5 16.2 15.9
15.5

13.6

16.8 16.9 16.8

16.4 16.4 16.1

15.3 15.4

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（％） 実質公債費比率

実質公債費比率（３年平均） 実質公債費比率（単年度）
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３ 一 般 会 計 

 

（１）歳入概要 

予算現額５,０１５億３,９３７万９,６６９円に対し、調定額４,６５０億１,２６４万１,８４８円、

収入済額４,６１９億６,３９８万８９２円で、収入割合は、予算現額に対し９２.１％、調定額に対

しては９９.３％となっている。 

収入済額は、前年度と比較して１２２億８,９７２万６,７２９円（２.６％）減少している。 

不納欠損額は、１億７,９３０万３,３４０円、収入未済額は、２８億６,９３５万７,６１６円であ

る。 

決算額の財源別の構成は、自主財源が１,９６７億２,０４９万４１７円（４２.６％）で、前年度

と比較して９９億８,２８０万１,６２７円（４.８％）減少し、歳入総額に占める構成比は１.０ポイ

ント減少している。自主財源の主なものは、県税９５４億９５７万６５円、地方消費税清算金３０１億

５,０６６万９,４５６円、諸収入２７２億３５３万３,９６０円及び繰入金２６３億６,７８３万

３,６０１円である。 

一方、依存財源は２,６５２億４,３４９万４７５円（５７.４％）で、前年度と比較して２３億

６９２万５,１０２円（０.９％）減少している。依存財源の主なものは、地方交付税１,２８３億

４,２０１万８,０００円、県債６６９億６,６２０万円、国庫支出金５６１億８,５９７万４,４７５円

及び地方譲与税１３１億９,５７６万４,０００円である。 

 

第１款  県 税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.4 0.2

年度

金
額

95,021,636,000

96,913,159,000

△ 1,891,523,000

95,409,570,065

97,699,963,751

△ 2,290,393,686

率
％

対
前
年

度
比
較

28

27

98.0

97,280,851,689

99,772,521,016

△ 2,491,669,327

97.5 97.7

151,780,339

175,710,187

△ 23,929,848

86.4

1,719,501,285

1,896,847,078

△ 177,345,793

90.7

98.1

97.9

387,934,065

786,804,751

100.4

100.8

 

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

  個人県民税                  ２８,４１５,２５９,００７円 

  法人事業税                  ２３,４１２,５２２,９６８円 

  地方消費税                  １３,３２９,４０４,８０１円 

自動車税                   １２,８３７,７６８,４４２円 

  

・増減額の主な内容 

 地方消費税                     ７２４,０４４,８８３円増 

軽油引取税                     ９４,９３１,２７４円増 

自動車取得税                    ７５,２５１,３００円増 

不動産取得税                    ５１,００２,４７９円増 

法人県民税                   １,９９６,４５０,９１０円減 

法人事業税                     ９０３,０３２,７１４円減 

個人県民税                     １４２,８８５,６６８円減 

自動車税                       ８５,９１９,０９６円減 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

（理由別） 

時効（地方税法第 18 条）                   ８２,４２７,６２２円 

滞納処分執行停止後３年経過（地方税法第 15 条の 7 第 4項）    ３５,１６３,６４７円 

納付納入義務の即時消滅（地方税法第 15 条の 7 第 5 項）     ３４,１８９,０７０円 
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・増減額の主な内容 

    法人事業税                      ６,０５４,７４６円減 

    自動車税                       ５,８８５,２４１円減 

不動産取得税                     ５,１７３,１２８円減 

    

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

  個人県民税                   １,２５１,６３２,４７８円 

不動産取得税                    １９９,９４８,１２７円 

  自動車税                      １３９,２１２,７９０円 

 

・増減額の主な内容 

 法人事業税                     ２８,６８７,４１０円増 

法人県民税                      ６,９８９,５８２円増 

 ゴルフ場利用税                    ２,２５５,６００円増 

個人県民税                      １８６,７４２,３９８円減 

自動車税                      ２９,０２８,６３０円減 

 

 

第２款  地方消費税清算金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 3.5 0.0

年度

対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

31,267,290,000 30,150,669,45628

27

30,150,669,456 0 0 △ 1,116,620,544 96.4 100.0

33,661,391,000 33,636,948,567 33,636,948,567 0 0 △ 24,442,433 99.9 100.0

△ 2,394,101,000 △ 3,486,279,111 △ 3,486,279,111 0

92.9 89.6 89.6 －

0

－
 

 

 

第３款  地方譲与税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
4.6 0.0

13,108,001,000

16,269,001,000

28

27

対
前
年

度
比
較

金
額
率
％

年度

13,195,764,000 13,195,764,000 0 0

15,629,092,064 15,629,092,064 0

0

0 △ 639,908,936 96.1

87,763,000 100.7 100.0

100.0

0

80.6 84.4 84.4 － －

△ 3,161,000,000 △ 2,433,328,064 △ 2,433,328,064

 

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

  地方法人特別譲与税              １１,６３９,６４９,０００円 

  地方揮発油譲与税                １,４５７,８４０,０００円 

 

・増減額の主な内容 

地方法人特別譲与税               ２,３４７,６１０,０００円減 

地方揮発油譲与税                  ７８,６１５,０００円減 
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第４款  地方特例交付金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

27

対
前
年

度
比
較

6,367,000 0 0

率
％

102.4 102.4 102.4 － －

金
額

6,367,000 6,367,000

100.0

264,931,000 264,931,000 264,931,000 0 0 0 100.0

271,298,000 271,298,000

100.0

0 0 0 100.028

年度

271,298,000

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

減収補填特例交付金                 ２７１,２９８,０００円 

 

 

第５款  地方交付税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.6 0.0

28

27

対
前
年

度
比
較 率

％

年度

金
額

△ 4,850,061,000△ 4,850,061,000 0 0

95.8 96.4 96.4 － －

△ 5,661,336,000

100.0

133,988,329,000 133,192,079,000 133,192,079,000 0 0 △ 796,250,000 99.4 100.0

0 0 15,025,000 100.0128,326,993,000 128,342,018,000 128,342,018,000

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

    普通交付税                 １２５,８５５,９９３,０００円 

    特別交付税                   ２,４８６,０２５,０００円 

 

・増減額の内容 

 特別交付税                     ２１１,０１５,０００円増 

普通交付税                   ５,０６１,０７６,０００円減 

    

 

第６款  交通安全対策特別交付金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
1.7 0.0

28

対
前
年

度
比
較

△ 18,000,000 △ 10,330,000 △ 10,330,000 0 0

年度

27

率
％

94.7 96.5 96.5 － －

金
額

100.0

337,000,000 292,566,000 292,566,000 0 0 △ 44,434,000 86.8 100.0

0 0 △ 36,764,000 88.5319,000,000 282,236,000 282,236,000

 

 

 

第７款  分担金及び負担金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 5.6 0.1

28

27

対
前
年

度
比
較

金
額

114.9 105.8 105.9 4,307.1 97.3

96.7

116,135,798 3,628,167 △ 1,791,832

66,391,828 △ 775,230,253 71.7

408,270,464 117,972,133

率
％

66.1 96.8

2,741,585,150 2,032,832,965 1,966,354,897 86,240

2,082,490,695 3,714,407 64,599,996 △ 1,067,364,9193,149,855,614 2,150,805,098

年度
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○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

農林水産業費負担金                   １,４００,０８５,０３３円 

土木費負担金                        ４６８,７７２,０２６円 

民生費負担金                        ２０７,５１５,１９６円 

総務費負担金                         ６,０８６,３３３円 

 

  ○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

    児童福祉費負担金                   ３,７１４,４０７円 

 

○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

河川砂防費負担金                      ３５,３９３,６２２円 

児童福祉費負担金                      ２９,２０６,３７４円 

 

 

第８款  使用料及び手数料 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
3.2 0.5

27

28

年度

104.8 107.7 108.3 27.6 99.3

96.1 94.9

593,202,915 △ 6,807,114 △ 2,700,217対
前
年

度
比
較

金
額

359,143,000 583,695,584

率
％

△ 52,457,455 99.3 95.4

7,435,602,000 7,534,529,395 7,149,084,630 9,408,427 376,036,338 △ 286,517,370

7,742,287,545 2,601,313 373,336,1217,794,745,000 8,118,224,979

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

使用料                         ６,２３７,２０１,１５０円 

手数料                         １,５０５,０８６,３９５円 

 

  ○ 不納欠損額の主な内容は、次のとおりである。 

    県営住宅使用料                    ２,５９８,３２９円 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

県営住宅使用料                       ３６２,６１８,９５７円 

児童福祉費使用料                       ３,７１９,６９４円 

県営住宅駐車場使用料                     ２,５０９,１００円 

河川使用料                          ２,３１７,５０４円 

 

 

第９款  国庫支出金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.7 0.0

28

27

93.6 94.4 94.4 － －

80.1 100.0

△ 3,356,473,038 0 0対
前
年

度
比
較

金
額

△ 4,770,371,600 △ 3,356,473,038

率
％

△ 13,380,636,305 80.8 100.0

74,336,982,380 59,542,447,513 59,542,447,513 0 0 △ 14,794,534,867

56,185,974,475 0 0

年度

69,566,610,780 56,185,974,475

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

国庫補助金                      ３５,６１４,４３６,３２９円 

国庫負担金                      １９,４３３,６５８,２４２円 

国庫委託金                      １,１３７,８７９,９０４円 
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   ・増減額の主な内容 

 土木費国庫補助金                １,７９８,０１１,１３６円増 

民生費国庫補助金                  ６５８,４３９,６８５円増 

衛生費国庫負担金                  ４５９,０５０,１６０円増 

農林水産業費国庫補助金             ３,９８８,９６１,１６５円減 

商工費国庫補助金                  ７４０,７１９,２７２円減 

総務費国庫補助金                  ６７３,６０１,８８０円減 

民生費国庫負担金                  ５２４,３４４,５７３円減 

衛生費国庫補助金                  ４８５,４１３,６３５円減 

 

 

第１０款  財産収入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 2.0 0.0

年度

1,293,194,000 1,361,455,386 0 222,264 68,039,122 105.3 100.0

1,361,929,000 1,461,087,719 1,461,087,719 0 0 99,158,719

1,361,233,122

107.3 100.0

△ 99,854,597 0 222,264対
前
年

度
比
較

金
額

△ 68,735,000 △ 99,632,333

率
％

95.0 93.2 93.2 － 皆増

27

28

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

財産売払収入                     １,０１１,５１０,７６８円 

財産運用収入                       ３４９,７２２,３５４円 

 

   ・増減額の主な内容 

    出えん金返還収入                  ６４０,０００,０００円増 

生産物売払収入                    ４,８１９,０１９円増 

    不動産売払収入                      ７１４,５４８,１９１円減 

    利子及び配当金                   １９,８１６,６００円減 

 

 

第１１款  寄附金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
15.7 0.0

28

27

対
前
年

度
比
較 86.2 103.9 103.9 － －

76.7 100.0

6,578,139 0 0
金
額

△ 30,309,000 6,578,139

率
％

△ 14,475,740 92.4189,745,000 175,269,260 100.0

220,054,000 168,691,121 168,691,121 0 0 △ 51,362,879

175,269,260 0 0

年度

 

 

 

第１２款  繰入金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 1.4 0.0

27

28

年度

104.7 103.0 103.0 － －

84.6 100.0

759,384,561 0 0対
前
年

度
比
較

金
額

1,416,350,000 759,384,561

率
％

△ 5,308,742,399 83.2 100.0

30,260,226,000 25,608,449,040 25,608,449,040 0 0 △ 4,651,776,960

26,367,833,601 0 031,676,576,000 26,367,833,601
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○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

特別会計繰入金                １８,９４７,１０７,７３６円 

基金繰入金                   ７,４２０,７２５,８６５円 

 

   ・増減額の主な内容 

 財政調整基金繰入金               ３,０００,０００,０００円増 

公共施設整備等事業基金繰入金          １,４８０,３１６,７９９円増 

県債管理基金繰入金              １,０００,０００,０００円増 

地域医療介護総合確保基金繰入金           ４２３,６０９,２８６円増 

商工業振興資金特別会計繰入金          ２,９７７,９９４,４８０円減 

緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金       １,２９３,３８５,６６１円減 

市町村振興資金特別会計繰入金            ３００,０００,０００円減 

再生可能エネルギー等導入推進基金繰入金       １９５,４３６,０４０円減 

地域医療再生臨時特例基金繰入金           １８０,２９８,５０３円減 

 

 

第１３款  繰越金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

28

27

61.2 61.2 61.2 － －

100.0 100.0

△ 3,940,943,668 0 0対
前
年

度
比
較

金
額

△ 3,940,943,458 △ 3,940,943,668

率
％

326 100.0 100.0

10,168,545,845 10,168,546,381 10,168,546,381 0 0 536

6,227,602,713 0 0

年度

6,227,602,387 6,227,602,713

 

 

 

第１４款  諸収入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.7 △ 0.1

27

28

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 1,931,991,250 △ 1,641,746,434

率
％

94.3 97.5

△ 1,640,631,978 13,597,221 △ 14,711,677

93.7 94.4 94.3 278.7 98.0

△ 1,441,098,928 95.0 97.4

30,576,624,138 29,578,185,625 28,844,165,938 7,610,060 726,409,627 △ 1,732,458,200

27,203,533,960 21,207,281 711,697,950

年度

28,644,632,888 27,936,439,191

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

貸付金等償還金                ２０,７０５,９２４,６４０円 

雑 入                     ２,７０８,４５８,０２８円 

収益事業収入                  ２,４１３,５１３,３８０円 

受託事業収入                  １,１２４,７０１,６２３円 

延滞金・加算金及び過料               １７１,２１３,４８０円 

利子割精算金収入                  ４７,０３５,８５２円 

県預金及び貸付金等利子収入             ３２,６８６,９５７円 

 

   ・増減額の主な内容 

雑 入                     １,００３,４５５,８１４円増 

土木受託事業収入                １,３２５,７９４,３６６円減 

総務貸付金等償還金                 ３８０,４８５,４３０円減 

収益事業収入                    ３３５,８８５,１１０円減 

土木貸付金等償還金                 ３０８,３２５,９９６円減 

衛生貸付金等償還金                 ２４５,７２６,３０２円減 
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○ 不納欠損額の主な内容は、次のとおりである。 

違約金及び延納利息                   ２０,６６９,６７０円 

     

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

雑 入                           ５１３,２８６,１４７円 

延滞金・加算金及び過料                 １２４,８６５,４４１円 

違約金及び延納利息                     １７,２７２,５０３円 

高齢者居室等整備資金償還金             １３,５５９,４３０円 

教育奨励資金貸付金償還金              １３,５４９,９００円 

 

 

第１５款  県 債 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 1.7 0.0

28

27

－116.7 114.2 114.2 －

80.8 100.0

8,336,900,000 0 0

0 0 △ 13,963,000,000

対
前
年

度
比
較

金
額

12,089,900,000 8,336,900,000

率
％

△ 17,716,000,000 79.10 100.0

72,592,300,000 58,629,300,000 58,629,300,000

66,966,200,000 084,682,200,000 66,966,200,000

年度

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

一般補助事業債                    ２６,８０４,０００,０００円 

臨時財政対策債                  １９,６５６,２００,０００円 

単独事業債                     １５,０１０,０００,０００円 

減収補填債（特例分）            ５,０７０,０００,０００円 

災害復旧事業債                        ４２６,０００,０００円 

 

・増減額の主な内容 

単独事業債                       ６,０６７,０００,０００円増 

減収補填債（特例分）            ５,０７０,０００,０００円増 

一般補助事業債                      ３,５６７,０００,０００円増 

臨時財政対策債                      ６,３４４,１００,０００円減 
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県債残高 (千円)

区　　　分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

現　在　高 998,533,447 1,006,642,197 1,000,547,026 983,494,873 973,874,125

 

 

                

               

平成２８年度県債発行内訳
　　金　額　（千円）事　　　業　　　名

一
般
補
助
事
業
債

一 般 公 共 事 業 25,317,000

そ の 他 ４ 事 業 725,000

災
害
復
旧
事
業
債

減 収 補 填 債 762,000

計 26,804,000

災 害 復 旧 事 業 426,000

計 426,000

地 方 道 路 等 整 備 事 業 2,471,000

減 収 補 填 債 1,542,000

県 立 病 院 機 構 貸 付 金 917,000

第 三 セ ク タ ー 等 改 革 事 業 債 6,164,000

合　　　　　　　計 66,966,200

298,000

そ の 他 ６ 事 業 1,135,000

計 15,010,000

臨 時 財 政 対 策 債 19,656,200

単
　
　
 
独
　
　
 
事
　
　
 
業
　
 
　
債

地 域 活 性 化 727,000

公 共 事 業 費 等

一 般 単 独 事 業 916,000

学 校 教 育 施 設 840,000

減 収 補 填 債 （ 特 例 分 ） 5,070,000
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（２）歳出概要 

予算現額５,０１５億３,９３７万９,６６９円に対し、支出済額は４,５５９億８,８４９万

４,６７５円で、前年度と比較して１２０億３,７６１万２３３円（２.６％）減少しており、執行率

は９０.９％で、前年度を０.７ポイント下回っている。 

  翌年度繰越額は、３１４億６,２８３万１,３３９円であり、この主なものは、土木費１６３億

２,０４８万１,６２６円、農林水産業費７６億４,９５９万１,０８４円、総務費３４億４,５９３万

１,３５３円、教育費２０億９,０００万８,１４９円、民生費６億８,０６７万５,０００円、衛生費

５億９,４７６万６,６０３円及び商工費３億３,３８０万２,０００円である。 

  不用額は、１４０億８,８０５万３,６５５円であり、この主なものは、商工費５５億３,３３０万

６,８３８円、教育費１６億５,２１７万５１５円、民生費１３億９,０３０万２,１４２円、諸支出金

１３億３,３９７万９０３円、衛生費１０億５,１６４万３,８３５円、農林水産業費８億５,８５９万

６,６０２円及び総務費８億２,４１２万３０円である。 

 

 

第１款 議会費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.5

28

27

金

額

率

％

2,775,585

105.6－96.8 96.4 － －

△ 35,329,585 0 0 0

994,565,000 942,246,326 0 0 0 52,318,674 94.7

1,027,119,000 977,575,911

予算現額に

対する支出

済額の割合

     　 ％

0 0 0 49,543,089 95.2

△ 32,554,000

翌年度繰越額
年度

対

前

年

度

比

較

  ◯ 決算額の内容は、次のとおりである。 

    議会費                    ９４２,２４６,３２６円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

議会運営費                    ２３,２７１,４５９円 

 

第２款 総務費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 5.9

28

27

67.6106.3 99.6 皆減

△ 395,570,128△ 100,946,447

824,120,030

490.2 44.6

2,046,531,645 △ 117,221,840 △ 17,978,960 2,678,249,020

87.6

32,488,910,095 30,382,612,197 17,978,960 686,455,000 182,173,780 1,219,690,158 93.5

34,535,441,740 30,265,390,357 0 3,364,704,020 81,227,333

予算現額に

対する支出

済額の割合

     　 ％

翌年度繰越額
年度

対

前

年

度

比

較

金

額

率

％

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

企画費                  １２,５５４,５５６,２７２円 

総務管理費                １０,７８４,４２０,６０５円 

徴税費                   ３,５４４,９３９,３８６円 

防災費                   １,１９２,３２９,２０１円 

市町村振興費                １,０９５,６１２,１３９円 

選挙費                     ４８３,９３８,９１７円 

統計調査費                   ３１７,１４５,１７６円 

監査委員費                   １６７,９１１,４４５円 

人事委員会費                  １２４,５３７,２１６円 

 

・増減額の主な内容 

選挙費                      ２３１,１３０,３１３円増 

企画費                       ２１４,１７８,８９４円増 

防災費                       ８５,３３１,６６８円増 
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徴税費                       ６５,３２５,００５円増 

総務管理費                     １１,９６４,０６６円増 

人事委員会費                     ４,５２５,２５３円増 

市町村振興費                   ４４３,８２６,９８９円減 

統計調査費                    ２８５,７２５,５５７円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

  消防行政推進費                 ２,１５４,５４４,９２０円 

    防災行政無線費                 １,０９５,０００,０００円 

    県有財産管理費                 ５５,７１３,０００円 

青少年センター費                ４６,０６８,１００円 

富士山保全対策費                １３,３７８,０００円 

 

  ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

リニア中央新幹線用地取得事務受託事業費      ７７,２９４,０００円 

交通対策費                     ３,９３３,３３３円 

 

  ○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

庁内管理費（委託料）               ４４,５２７,８４１円 

小新営・維持修繕費                ２９,０１６,４３７円 

インターネット接続事業費             ２４,３０１,８１０円 

庁内管理費（工事請負費）             ２４,２２３,７９４円 

人事異動等に伴う行政情報ネットワーク改修費    ２３,２７５,３３３円 

電算システム運営管理費              １２,９３１,０１９円 

法人二税等償還金                 １２,８６３,７４８円 

行政情報ネットワーク等総合保守管理事業費     １０,５４２,５６５円 

 

第３款 民生費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.8

28

27

△ 82,417,424

101.4 100.6 － 432.1 皆減 94.4

523,157,000 △ 1,844,640

96.2

53,694,386,496 52,062,304,290 0 157,518,000 1,844,640 1,472,719,566 97.0

54,467,845,640 52,396,868,498 0 680,675,000 0 1,390,302,142

予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

翌年度繰越額
年度

対

前

年

度

比

較

金

額

率

％

773,459,144 334,564,208 0

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

社会福祉費                 ４０,２１５,１８５,４９０円 

児童福祉費                 １１,０９６,９８２,７０５円 

    生活保護費                  １,０２８,７３１,６０７円 

    災害救助費                     ５５,９６８,６９６円 

 

・増減額の内容 

社会福祉費                    １８３,０６９,８８５円増 

  生活保護費                    ６３,９２７,２２５円増 

児童福祉費                     ６１,３５１,３７６円増 

  災害救助費                    ２６,２１５,７２２円増 

 

  ○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

知的障害者援護費                 ５３８,２８０,０００円 

老人福祉施設整備費                １１３,５３３,０００円 

中央児童相談所費                 ２８,８６２,０００円 
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○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

  国民健康保険調整交付金              ２１１,０１４,０００円 

  重度心身障害者医療費助成事業費補助金      １３７,９１７,１７３円 

災害救助基金特別会計への繰出金         １００,８０６,４３０円 

児童入所施設等措置費               ８２,１７２,３０５円 

障害者日中活動支援サービス費負担金        ５６,８２５,２６３円 

扶助費                      ５３,０２１,９４５円 

社会福祉村管理費事業経費             ３２,１７７,６６１円 

国民健康保険高額医療費共同事業費負担金      ２９,０２６,７５３円 

児童手当県負担金                 ２５,０５７,８７１円 

障害児（者）施設整備費補助金           ２４,８７１,０００円 

障害児施設給付費                 ２４,１０３,４６６円 

軽費老人ホーム事務費補助金            ２３,２８５,０００円 

住所不定者等保護費負担金             ２２,７５６,４４４円 

社会福祉村管理費事業経費（繰）          ２２,３６８,０００円 

災害弔慰金                    １１,２５０,０００円 

 

第４款 衛生費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 2.1

456,848,523 △ 52,842,560 △ 106,972,757

－ 440.8 6.8 90.8

92.6

28

対
前

年

度
比

較

金
額

△ 880,821,328 △ 1,177,854,534

率
％

95.2 93.0

0

18,265,665,968 16,916,288,736 0 134,063,560 56,697,080 1,158,616,592

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

     　 ％

年度

17,384,844,640 15,738,434,202 0 590,912,083 3,854,520 1,051,643,835 90.5

27

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

    医薬費                    ８,４３９,４０４,９６５円 

公衆衛生費                  ４,０２５,６４２,９９７円 

    環境衛生費                  ２,３４２,６１２,５９７円 

    保健所費                     ９３０,７７３,６４３円 

 

・増減額の内容 

公衆衛生費                        ３,５９３,２９９円増 

医薬費                      ６２２,８３４,７２７円減 

環境衛生費                                    ４２４,７６０,００３円減 

保健所費                     １３３,８５３,１０３円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

地域医療対策費                 ４７０,０６８,０００円 

救急医療対策費                   ８９,３４４,０００円 

廃棄物処理対策費                                ３１,５００,０８３円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

廃棄物処理対策費                   ３,８５４,５２０円 

    

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

施設整備等資金貸付金                ２０２,０００,０００円 

精神障害者医療費                 ８６,６０７,３２５円 

地域医療構想推進事業費              ８１,８４１,０００円 
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地域振興施設整備事業費補助金           ６８,５８８,８１２円 

不妊治療相談・指導事業費             ５８,９５２,９０１円 

最終処分場整備資金等貸付金            ４８,８１９,０００円 

ウイルス性肝炎治療助成事業費               ３９,８３６,８５６円 

特定疾患等対策事業費               ３９,２０３,０５５円 

乳幼児医療費補助金                ３４,７９６,９００円 

小児救急医療体制確保事業費                      ２１,６２６,３８４円 

 

第５款 労働費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.6

0 △ 88,791,243

－ 皆減 － 70.8

88.7

対

前

年

度

比

較

金
額

△ 1,341,437,000 △ 1,200,881,757

率
％

57.4 57.0

0 △ 51,764,000

3,149,532,000 2,793,452,187 0 51,764,000 0 304,315,813

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

1,808,095,000 1,592,570,430 0 0 0 215,524,570 88.128

27

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

職業訓練費                  １,０９３,２３３,３２８円 

労働力対策費                    ３１９,７０４,８７４円 

労政費                      １００,７７２,３１６円 

労働委員会費                    ７８,８５９,９１２円 

 

・増減額の内容 

    労働力対策費                 １,０５１,４３９,６５４円減 

    職業訓練費                                    １２８,６０１,５５５円減 

労政費                      １８,８２６,２９１円減 

労働委員会費                    ２,０１４,２５７円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

勤労者福祉資金預託金               ４９,９１８,０００円 

成長分野就業体験支援事業費            ２８,６７３,０６６円 

緊急離転職者訓練費                ２１,２３９,９０８円 

専門課程訓練費                  １３,２７９,５５９円 

（単経）産業技術短期大学校管理費         １２,２６６,７７２円 

プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業費     １１,８７３,７８６円 

 

第６款 農林水産業費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

1.4

11,730,200 △ 3,207,787,525

－ 153.0 130.5 21.1

78.0

対

前

年

度

比

較

金
額

9,384,224 572,365,305

率
％

100.0 101.8

0 2,633,076,244

41,205,548,416 32,134,379,649 0 4,966,384,640 38,400,000 4,066,384,127

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

41,214,932,640 32,706,744,954 0 7,599,460,884 50,130,200 858,596,602 79.4

27

28

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

林業費                    １７,１７６,８２１,３３７円 

農地費                     ９,３４０,９１８,８７８円 

農業水産業費                 ５,１１４,６０５,３１０円 

畜産業費                   １,０７４,３９９,４２９円 
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・増減額の内容 

    林業費                    ５,４８１,９３７,７００円増 

    農地費                      ６４３,６７８,３４０円増 

農業水産業費                 ５,５３３,８８９,５２１円減 

    畜産業費                     １９,３６１,２１４円減 

 

○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

県営土地改良事業費               ４,２６６,８２４,２００円 

果樹生産指導費                  ５０６,２５６,０００円 

復旧治山費                    ４３７,２２１,５２０円 

山梨県馬術競技場整備費              ３７０,８０１,０００円 

農村災害対策整備事業費              ３６７,７４６,０００円 

森林居住環境整備事業費            ２９５,５６９,３６０円 

団体営土地改良事業費               １７０,７２７,６００円 

県営ため池等整備事業費              １６３,８００,０００円 

造林費                      １３４,２１６,７３４円 

酪農試験場整備費                 １３０,３８６,０００円 

森林管理道開設費                 １２７,３０４,０８０円 

山村地域活性化林道整備事業費           １１５,０００,０００円 

農村地域活性化農道整備事業費           １１１,１３３,０００円 

園芸等生産指導費                 ７０,００８,０００円 

    山村振興対策費                  ５９,０００,０００円 

    家畜改良増殖事業費                ５７,２５０,２５０円 

    国土調査費                    ４６,６４８,５００円 

    林道改良費                    ４１,８７８,０４０円 

    果樹試験場整備費                 ３７,５２０,０００円 

    内水面漁業振興対策費               ２５,１２５,０００円 

    予防治山費                    １８,０９６,０００円 

    水土保全治山事業費                １３,２１４,０００円 

    障害防止対策耕地事業費             １３,１２５,０００円 

    中山間地域総合農地防災事業費          １０,８６７,０００円 

 

○ 事故繰越の主な内容は、次のとおりである。 

基盤整備促進事業費                ２５,７００,０００円 

農地環境整備事業費                １３,０５２,０００円 

農地集積基盤整備事業費               ８,３７０,０００円 

障害防止対策耕地事業費               ２,８７５,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

災害関連緊急治山費                ２８２,３８７,０００円 

森林管理道開設費                 ３５,７２７,０００円 

林業公社分収林事業支援補助金           ３０,３５９,４５７円 

林業公社分収林事業借入金損失補償費        ２５,９１５,４３８円 

就農促進総合支援事業費              ２３,５６７,８６５円 

しいたけ原木等確保資金貸付金           ２２,０００,０００円 

県産材流通活性化事業資金貸付金          ２０,０００,０００円 

小規模治山災害復旧事業              １９,９０３,０００円 

機構借受農地整備事業費             １５,２１４,７１２円 

やまなし果樹産地施設等整備事業費        １２,１１２,０００円 

特定鳥獣適正管理事業費補助金          １０,９３１,５００円 
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第７款 商工費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 2.6

△ 21,695,928 452,148,919

－ 129.9 皆減 108.9

84.1

対

前

年

度

比

較

金
額

△ 2,125,265,699 △ 2,632,559,290

率
％

93.7 90.7

0 76,840,600

33,812,307,027 28,452,491,780 0 256,961,400 21,695,928 5,081,157,919

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

     　 ％

年度

31,687,041,328 25,819,932,490 0 333,802,000 0 5,533,306,838 81.528

27

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

商工費                   ２４,９１７,５６０,９１１円 

観光費                       ９０２,３７１,５７９円 

 

・増減額の内容 

商工費                    １,９８０,０５４,２３８円減 

観光費                       ６５２,５０５,０５２円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

    工業高度化推進事業費               ３１７,３０２,０００円 

    工業技術センター費                １６,５００,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

商工業振興資金特別会計繰出金         ５,０８６,０６１,０００円 

郡内地域地場産業振興センター解体工事費      １１７,５０４,２００円 

信用保証料助成事業費               ５８,９１７,１２８円 

（単経）工業技術センター運営費（需用費）     ３０,９７９,７０９円 

小規模企業者等設備貸与事業円滑化事業費      ２７,６７６,０００円 

（単経）工業技術センター運営費（委託料）     １６,５３３,８２１円 

 

第８款 土木費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

2.2

27

28

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

86,775,471,412 69,927,681,640 0 16,285,453,906 35,027,720 527,308,146 80.6

86,109,405,703 67,520,716,270 0 16,581,596,241 164,044,171 1,843,049,021 78.4

対
前
年

度
比
較

金
額

666,065,709 2,406,965,370

率
％

100.8 103.6

0 △ 296,142,335 △ 129,016,451 △ 1,315,740,875

－ 98.2 21.4 28.6

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

道路橋りょう費                ３８,０２１,５１１,４７８円 

河川砂防費                 １１,４４１,５６０,２３８円 

住宅費                    ９,３８０,５１６,３５５円 

都市計画費                  ７,８０１,７３５,６５２円 

土木管理費                  ３,２８２,３５７,９１７円 

 

・増減額の内容  

河川砂防費                  １,８２７,６４７,８２８円増 

住宅費                      ６６０,７２４,２２２円増 

土木管理費                     ２１３,９９０,９４６円増 

都市計画費                     １６８,２８５,７０８円増 

  道路橋りょう費                   ４６３,６８３,３３４円減 
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○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

緊急道路整備費                ４,７４４,００５,２４１円 

道路維持修繕費                            １,２６６,３０５,９２７円 

国道橋りょう改築費              １,１４８,４７９,２０６円 

通常砂防事業費                １,０８８,４５９,５５７円 

緊急街路整備費                １,０８６,９５４,３０６円 

県単独道路橋りょう整備費           １,０５２,２７２,６５７円 

基幹河川改修事業費                ９５２,５３９,６９２円 

広域連携道路事業費                ８９４,８７１,１３４円 

県営住宅建設費                  ７１７,７９８,４９２円 

都市公園管理費                 ５１３,８８７,０００円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

県単独道路橋りょう整備費              ２８,１９８,８００円 

都市計画調査費                    ６,８２８,９２０円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

中部横断道用地事務受託事業費           １１１,８４５,１２４円 

災害時避難路通行確保対策事業費補助金      ６４,１１２,０００円 

木造住宅耐震改修支援事業費                ４４,０８７,０００円 

住戸改善費                   ３１,１６６,１３７円 

舗装道原因者復旧事業費             ２８,５６７,８００円 

通常砂防受託事業費               ２８,０７６,２５９円 

公共下水道普及促進費補助金           １５,５５８,０００円 

保守点検等委託費                １５,３８４,０００円 

富士北麓公園施設整備費             １０,７６６,９２０円 

 

第９款 警察費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.2

28

27

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

22,055,992,486 21,606,768,808 0 71,771,800 17,542,360 359,909,518 98.0

22,555,410,515 22,057,370,628 0 108,305,240 8,926,246 380,808,401 97.8

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 499,418,029 △ 450,601,820

率
％

97.8 98.0

0 △ 36,533,440 8,616,114 △ 20,898,883

－ 66.3 196.5 94.5

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

警察管理費                １９,６０８,４４８,３８０円 

警察活動費                  １,９９８,３２０,４２８円 

 

・増減額の内容 

警察管理費                    ３９９,７３８,１３６円減 

警察活動費                     ５０,８６３,６８４円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

施設整備費                       ５４,４７０,０００円 

駐在所等建設費                     １７,３０１,８００円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

施設整備費                       １４,７４５,１６０円 

運営諸費                         ２,７９７,２００円 
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○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

犯罪抑止対策費                 １４,２７７,４００円 

警察署等一般庁用事務費              １２,８７４,００９円 

 

第１０款 教育費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.8

27

28

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

92,011,548,511 88,269,369,847 1,593,609,519 494,398,630 2,000,000 1,652,170,515 95.9

92,220,364,349 89,184,130,225 633,849,511 633,990,000 0 1,768,394,613 96.7

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 208,815,838 △ 914,760,378

率
％

99.8 99.0

959,760,008 △ 139,591,370 2,000,000 △ 116,224,098

251.4 78.0 皆増 93.4

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

小学校費                  ２５,７４３,８３７,０６３円 

高等学校費                 １６,８７４,１７５,３９６円 

中学校費                  １５,４７６,４５４,２２７円 

教育総務費                 １３,３１９,７３１,９４５円 

特別支援学校費                ７,４０６,３２３,４４０円 

私学振興費                  ４,９８３,７０６,２０１円 

社会教育費                  ２,１４８,０５０,４１５円 

保健体育費                  １,２０３,６４１,９１０円 

大学費                    １,１１３,４４９,２５０円 

 

・増減額の内容 

保健体育費                    ３９８,９５０,５２４円増 

特別支援学校費                  ３６７,８０６,３７９円増 

大学費                      １２０,９１２,８６０円増 

私学振興費                     １９,２５６,９６８円増 

高等学校費                    ７１１,０５９,１８８円減 

小学校費                      ４９９,５８９,２４６円減 

中学校費                     ３９５,９２２,２１７円減 

社会教育費                    １３７,９２８,３２２円減 

教育総務費                     ７７,１８８,１３６円減 

 

○ 継続費逓次繰越は、次のとおりである。 

東部地域総合制高校建設事業費        １,４１６,４２１,３９５円 

わかば支援学校建設事業費            １７７,１８８,１２４円 

  

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

県立射撃場費                   １９９,６４０,０００円 

競技スポーツ振興費                １７８,３７４,０００円 

高校施設整備費                   ７５,４９２,０００円 

甲府支援学校等施設整備費              ２２,３７６,０００円 

生涯スポーツ振興費                 １０,０００,０００円 

体育施設整備費                    ８,５１６,６３０円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

生涯スポーツ振興費                  ２,０００,０００円 
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○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

韮崎射撃場汚染土壌除去事業費（委託料）    １１８,１５０,００３円 

韮崎射撃場汚染土壌除去事業費（工事請負費）   ７８,８７９,８４０円 

（単経）学校運営費               ３１,２２５,８６３円 

特別支援学校児童生徒就学援助費         ２２,６３３,１５６円 

国体選手派遣費等補助金             １３,６１７,８５６円 

カモシカ生育調査費（関東山地）         １２,８７５,８００円 

各種健康診断費（委託）             １１,７７５,５１６円 

 

第１１款 災害復旧費  

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

14.2

28

27

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

1,498,503,272 1,019,966,206 0 258,261,364 0 220,275,702 68.1

1,738,535,944 936,765,918 0 668,689,272 6,227,000 126,853,754 53.9

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 240,032,672 83,200,288

率
％

86.2 108.9

0 △ 410,427,908 △ 6,227,000 93,421,948

－ 38.6 皆減 173.6

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

土木施設災害復旧費              ８６９,７８６,６８２円 

農林水産施設災害復旧費            １５０,１７９,５２４円 

 

・増減額の内容 

土木施設災害復旧費               ８９,８１６,７６４円増 

農林水産施設災害復旧費              ６,６１６,４７６円減 

 

○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

平成２８年災害復旧費             ２４２,４５９,７２４円 

平成２８年林道災害復旧費             ９,５４８,０００円 

平成２８年耕地災害復旧費             ５,４７６,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

平成２８年林地荒廃防止施設災害復旧費      ９５,２３９,０００円 

平成２８年林道災害復旧費            ５１,７６７,０００円 

平成２７年災害復旧費              ４２,２５０,０９８円 

県単独災害復旧費                １１,０８６,０５２円 

 

第１２款 公債費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0

27 86,426,689,000 86,405,628,798 0 0

28

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

85,687,145,000 85,658,538,820 0 0 0 28,606,180 100.0

0 21,060,202 100.0

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 739,544,000 △ 747,089,978

率
％

99.1 99.1

0 0 0 7,545,978

－ － － 135.8

  ○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

一般単独事業債              ２５,１８０,１８５,２０１円 

臨時財政対策債              ２１,４８０,８１７,００８円 

公共事業等債               ２０,７５７,７６０,８６４円 

財源対策債                 ７,８８９,５０６,６８７円 

教育・福祉施設等整備事業債         １,１６４,１９３,１５６円 

公営住宅建設事業債              １,０６２,７６８,４８４円 
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○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

一時借入金利子                 １９,６７９,７３６円 

 

第１３款 諸支出金 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 3.8

28

27

率
％

金
額

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

31,377,953,000 30,043,982,097 0 0 0 1,333,970,903 95.7

38,393,785,000 38,202,388,319 0 0 0 191,396,681 99.5

697.0

0 0 0 1,142,574,222

－81.7 78.6 －－

対
前
年

度
比
較

△ 7,015,832,000 △ 8,158,406,222

  ○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

諸費                   ３０,００５,４０２,１１７円 

公共施設整備等事業基金積立金            ２２,３９６,１１７円 

財政調整基金積立金                 １２,５７０,２９２円 

土地開発基金積立金                  ３,５８２,４８０円 

 

・増減額の主な内容 

公共施設整備等事業基金積立金         ６,４２６,６９０,６０９円減 

諸費                     １,７１４,６２３,１３３円減 

財政調整基金積立金                 １５,８０９,７１９円減 

環境保全基金積立金                  １,３４６,１１１円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

地方消費税交付金                 ５４７,８８８,０００円 

地方消費税清算金                 ３１７,８１６,５４４円 

配当割交付金                 ２７１,７６７,０００円 

株式等譲渡所得割交付金            １１９,１８０,０００円 

自動車取得税交付金               ４１,３２１,０００円 

 

第１４款 予備費 

充　　用　　額 不　用　額
円 円

当初予算額
円

40,000,000 0 40,000,000
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４ 特 別 会 計 

 

恩賜県有財産特別会計ほか１１会計の歳入歳出決算の状況は、次の表のとおりである。 

 

（１）恩賜県有財産特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
2.6 0.0

27

28

年度

7,822,979,880 10,142,252,509 10,101,614,571 0 40,637,938 2,278,634,691 129.1 99.6

7,975,220,790 10,123,692,579 10,086,227,794 0 37,464,785 2,111,007,004 126.5 99.6

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 152,240,910 18,559,930 15,386,777 0 3,173,153

率
％

98.1 100.2 100.2 － 108.5
 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                   ３,１７２,８９２,６７８円 

財産貸付収入               ２,３１５,７１４,８１８円 

使用料（行政財産使用料）         １,９５０,４８７,２５６円 

事業費補助金               １,２４９,１７７,８４１円 

林道債                    ５６９,０００,０００円 

借換債                    ４４１,７０２,０００円 

生産物売払収入                １７３,８０３,８４８円 

基金繰入金                  １４２,６８０,０００円 

 

・増減額の主な内容 

繰越金                     ９８,１０５,６６６円増 

借換債                     ９７,７６２,０００円増 

生産物売払収入                 ３２,９９９,９８５円増 

雑入                      １８,２８３,２９８円増 

不動産売払収入                 １６,２８４,３３３円増 

事業費補助金                 １２９,２０７,４８５円減 

林道債                    １２４,０００,０００円減 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

財産貸付収入（土地貸付料）           ２７,５５２,０３０円 

雑入                      １１,０５０,５２５円 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
1.5

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

7,822,979,880 6,897,741,70428 0 635,520,182 0 289,717,994 88.2

7,975,220,79027 6,913,335,116 0 760,768,880 6,480,000 294,636,794 86.7

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 152,240,910 △ 15,593,412 0 △ 125,248,698 △ 6,480,000 △ 4,918,800

率
％

98.1 99.8 － 83.5 0.0 98.3
 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

交付金                   ２,０２４,８７７,３７５円 

林道費                   １,９９０,９０３,９８３円 

元利償還金                 １,１４０,３３５,５６２円 

造林費                    ７５７,００９,３７７円 

総務費                    ５７３,２４８,２０４円 

保護管理費                  ２７０,５６８,４５１円 

 

・増減額の主な内容 

保護管理費                  １１５,０２９,９５０円増 

元利償還金                  １０１,８３４,７０９円増 

造林費                     ９２,０５２,４３０円増 

総務費                     ２４,２２４,１８０円増 

交付金                     ２２,０７２,５７３円増 

林道災害復旧費                 １２,９４３,０００円増 

林道費                    ３３６,３８６,０５０円減 

一般会計繰出金                 ４０,５９５,５８３円減 

 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

県営森林居住環境整備事業費          ２５４,８６９,１２０円 

県営森林管理道開設費             １９８,１５１,７２０円 

県造林費                   １０９,８９６,３４２円 

林道改良費                   ５８,０３１,０００円 

林道災害復旧費                 １４,５７２,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

林道費                    １１６,４０２,０５７円 

林道災害復旧費                 ６８,４９１,０００円 

一般会計繰出金                 ３０,３５８,１３１円 

元利償還金                   ２３,１７１,４３８円 

交付金                     ２０,３３６,６２５円 
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（２）災害救助基金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 1.7 0.0

27

28

率
％

年度

224,559,000 433,392 433,392 0 0 △ 224,125,608 0.2 100.0

224,610,000 4,161,596 4,161,596 0 0 △ 220,448,404 1.9 100.0

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 51,000 △ 3,728,204 △ 3,728,204 0 0

100.0 10.4 10.4 － －
 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

利子及び配当金                    ４３３,３９２円 

 

・増減額の内容 

繰越金                      ３,７５０,０００円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 1.7

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

224,559,000 433,392 028 0 0 224,125,608 0.2

224,610,000 4,161,59627 0 0 0 220,448,404 1.9

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 51,000

率
％

100.0

△ 3,728,204 0 0 0 3,677,204

10.4 － － － 101.7
 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

  備蓄費                        ４３３,３９２円 

 

・増減額の内容 

救助費                      ３,７５０,０００円減 

 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

救助費                    ２２４,０１９,０００円 
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（３）母子父子寡婦福祉資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
3.1 △ 0.2

27

28

率
％

年度

205,329,000 330,204,738 204,614,373 0 125,590,365 △ 714,627 99.7 62.0

224,035,000 348,264,296 216,465,024 0 131,799,272 △ 7,569,976 96.6 62.2

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 18,706,000 △ 18,059,558 △ 11,850,651 0 △ 6,208,907

91.7 94.8 94.5 － 95.3
 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                    １２６,２７７,７２７円 

母子福祉資金元利収入              ７２,７５８,８６４円 

 

・増減額の主な内容 

繰越金                     １０,３９７,１３１円減 

 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

母子福祉資金貸付金元利収入          １１２,４１４,６８６円 

寡婦福祉資金貸付金元利収入           １３,０３２,３１３円 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 9.3

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

205,329,000 63,554,32428 0 0 0 141,774,676 31.0

224,035,00027 90,187,297 0 0 0 133,847,703 40.3

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 18,706,000

率
％

91.7

△ 26,632,973 0 0 0 7,926,973

70.5 － － － 105.9
 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

母子福祉費（貸付金）              ４６,４９９,２４０円 

償還金、利子及び割引料              ８,９９６,６５６円 

 

・増減額の主な内容 

母子福祉費（貸付金）               ８,５２５,６３８円減 

償還金、利子及び割引料              ６,３８１,０５９円減 

一般会計繰出金                  ３,５６９,２３６円減 

母子福祉費（その他）               ３,２５５,９８４円減 

寡婦福祉費（貸付金）               ２,８９２,０００円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

母子福祉費（貸付金）              ９３,５００,７６０円 

父子福祉費（貸付金）              ２９,１３６,０００円 

寡婦福祉費（貸付金）              １９,１３６,０００円 
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（４）中小企業近代化資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 45.2 2.3

27

28

年度

3,958,698,000 5,841,619,053 5,735,825,883 0 105,793,170 1,777,127,883 144.9 98.2

3,070,982,000 6,090,827,420 5,838,895,960 1,740,000 250,191,460 2,767,913,960 190.1 95.9

対
前
年

度
比
較

金
額

887,716,000 △ 249,208,367 △ 103,070,077 △ 1,740,000 △ 144,398,290

率
％

128.9 95.9 98.2 0.0 42.3
 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                   ３,７０１,９５６,０２０円 

小規模企業者等設備導入資金償還金      １,２７４,３９６,９８９円 

小規模企業者等設備導入資金債         ３８４,１１７,０００円 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金償還金    ２２４,０７９,０００円 

高度化資金貸付金償還金            １４７,２１４,２９４円 

 

・増減額の主な内容 

小規模企業者等設備導入資金償還金       ３６２,４２６,８０６円増 

繰越金                    ２４１,１９０,３９５円増 

小規模企業者等設備導入資金債         ３３３,７３２,０００円減 

高度化資金貸付金償還金            ２４０,１３５,５１０円減 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金償還金    １３３,３５２,５００円減 

 

○ 不納欠損額は、前年度と比較して皆減している。 

 

○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

高度化資金貸付金償還金             ８５,１４２,６７０円 

小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金     ２０,６５０,５００円 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
0.6

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

3,958,698,000 2,777,911,995 028 0 0 1,180,786,005 70.2

3,070,982,000 2,136,939,94027 0 0 0 934,042,060 69.6

対
前
年

度
比
較

金
額

887,716,000

率
％

128.9

640,972,055 0 0 0 246,743,945

130.0 － － － 126.4
 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

小規模企業者等設備導入資金貸付金      ２,４０８,０３０,３１３円 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金       ２５０,０００,０００円 

高度化資金貸付金               １１１,８２６,９５５円 

 

・増減額の主な内容 

小規模企業者等設備導入資金貸付金       ７９９,６５３,９１６円増 

高度化資金貸付金               １５８,５２０,４３８円減 

 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

高度化資金貸付金               ８１１,４５２,７２５円 

小規模企業者等設備導入資金貸付金       ３６８,４１２,６８７円 

 

 

（５）農業改良資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 58.2 △ 1.2

27

28

率
％

年度

42,502,000 342,102,268 199,994,451 0 142,107,817 157,492,451 470.6 58.5

40,208,000 355,986,443 212,620,347 0 143,366,096 172,412,347 528.8 59.7

対
前
年

度
比
較

金
額

2,294,000 △ 13,884,175 △ 12,625,896 0 △ 1,258,279

105.7 96.1 94.1 － 99.1
 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                    １７６,５８２,３４７円 

農業改良資金償還金               ２２,９９９,０００円 

 

・増減額の主な内容 

農業改良資金償還金                ９,６９５,０００円減 

繰越金                      ２,８７５,３７５円減 

 

 

○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

農業改良資金償還金              １１９,０８８,６３５円 

違約金                     ２３,０１９,１８２円 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.7

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

42,502,000 37,775,00028 0 0 0 4,727,000 88.9

40,208,00027 36,038,000 0 0 0 4,170,000 89.6

対
前
年

度
比
較

金
額

2,294,000

率
％

105.7

1,737,000 0 0 0 557,000

104.8 － － － 113.4
 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

資金貸付金（償還金）             ２５,１３３,６４２円 

資金貸付金（繰出金）             １２,５６７,３５８円 

 

・増減額の主な内容 

資金貸付金（償還金）              １,１６１,９９４円増 

 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

資金貸付金（償還金）              ２,８６１,３５８円 

資金貸付金（繰出金）              １,４３１,６４２円 

 

 

（６）市町村振興資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 34.7 0.0

27

28

率
％

年度

1,700,358,000 5,019,087,766 5,019,087,766 0 0 3,318,729,766 295.2 100.0

1,600,358,000 5,280,336,887 5,280,336,887 0 0 3,679,978,887 329.9 100.0

対
前
年

度
比
較

金
額

100,000,000 △ 261,249,121 △ 261,249,121 0 0

106.2 95.1 95.1 － －
 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

繰越金                 ３,７６２,６７８,８８７円 

貸付金元利収入（元金）         １,２４６,８４５,０００円 

 

・増減額の主な内容 

貸付金元利収入（元金）           １３８,８２０,０００円減 

繰越金                   １１８,９６６,２３８円減 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 6.3

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

1,700,358,000 1,504,258,000 028 0 0 196,100,000 88.5

1,600,358,000 1,517,658,00027 0 0 0 82,700,000 94.8

対
前
年

度
比
較

金
額

100,000,000

率
％

106.2

△ 13,400,000 0 0 0 113,400,000

99.1 － － － 237.1
 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

市町村振興資金貸付金          １,５０３,９００,０００円 

 

・増減額の主な内容 

市町村振興資金貸付金            ２８６,６００,０００円増 

一般会計繰出金               ３００,０００,０００円減 

 

 

○ 不用額の内容は、次のとおりである。 

市町村振興資金貸付金            １９６,１００,０００円 

 

 

（７）県税証紙特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.3 0.0

27

28

年度

1,611,368,000 1,525,746,700 1,525,746,700 0 0 △ 85,621,300 94.7 100.0

1,503,893,000 1,429,111,800 1,429,111,800 0 0 △ 74,781,200 95.0 100.0

対
前
年

度
比
較

金
額

107,475,000 96,634,900 96,634,900 0 0

率
％

107.1 106.8 106.8 － －
 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

自動車取得税証紙収入           １,０５０,４７６,２００円 

自動車税証紙収入              ４４２,５２３,８００円 

自動車取得税繰越金              ３２,７４６,７００円 

 

・増減額の主な内容 

自動車取得税証紙収入             ９６,２２１,３００円増 

自動車税証紙収入               １１,７７８,７００円増 

自動車取得税繰越金              １１,３６５,１００円減 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.8

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

1,611,368,000 1,483,388,90028 0 0 0 127,979,100 92.1

1,503,893,00027 1,396,365,100 0 0 0 107,527,900 92.9

対
前
年

度
比
較

金
額

107,475,000

率
％

107.1

87,023,800 0 0 0 20,451,200

106.2 － － － 119.0
 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

自動車取得税繰出金            １,０４０,８６５,１００円 

自動車税繰出金               ４４２,５２３,８００円 

 

・増減額の主な内容 

自動車取得税繰出金              ７５,２４５,１００円増 

自動車税繰出金                １１,７７８,７００円増 

 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

自動車取得税繰出金             １２１,２７４,９００円 

 

 

（８）集中管理特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.2 0.0

27

28

率
％

年度

106,683,857,000 103,015,425,645 103,015,425,645 0 0 △ 3,668,431,355 96.6 100.0

107,430,394,000 104,005,211,574 104,005,211,574 0 0 △ 3,425,182,426 96.8 100.0

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 746,537,000 △ 989,785,929 △ 989,785,929 0 0

99.3 99.0 99.0 － －
 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

給与管理収入             １０２,８１５,０２１,０２１円 

通信管理収入                 ６２,９１５,６５９円 

自動車使用料                 ５７,５５３,３７０円 

一般会計繰入金                ３８,７９２,２５２円 

繰越金                    ２５,０１９,３７５円 

 

・増減額の主な内容 

給与管理収入                ９６７,７３７,７０９円減 

一般会計繰入金                １１,４２９,４３９円減 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.3

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

106,683,857,000 102,990,406,270 0 5.69037,054,396,30082

107,430,394,000 103,980,192,199 8.69108,102,054,300072

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 746,537,000

率
％

99.3

△ 989,785,929 0 0 0 243,248,929

99.0 － － － 107.1
 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

給与管理費               １０２,８８２,５０３,１６５円 

通信管理費                   ６２,９１５,６５９円 

自動車管理費                  ２８,８６３,４７８円 

車両燃料管理費                 １６,１２３,９６８円 

 

・増減額の主な内容 

給与管理費                  ９６６,０１７,７４０円減 

自動車管理費                  ２１,９４９,９６８円減 

 

 

○ 不用額の内容は、次のとおりである。 

給与管理費                 ３,６４４,０２７,８３５円 

車両燃料管理費                 ２７,４１９,０３２円 

自動車管理費                  １１,９１９,５２２円 

通信管理費                   １０,０８４,３４１円 

 

 

（９）商工業振興資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 3.9 0.0

27

28

率
％

年度

47,100,031,000 36,927,909,000 36,927,909,000 0 0 △ 10,172,122,000 78.4 100.0

52,038,492,000 42,814,020,000 42,814,020,000 0 0 82.3 100.0

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 4,938,461,000 △ 5,886,111,000 △ 5,886,111,000 0 0

90.5 86.3 86.3 － －
 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

貸付金元利収入（元金）          １８,７５７,８２５,０００円 

繰入金                  １８,１７０,０８４,０００円 

 

・増減額の内容 

貸付金元利収入（元金）           ２,９７８,０７２,０００円減 

繰入金                   ２,９０８,０３９,０００円減 

 

△ 9,224,472,000



― 57 ―

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 3.9

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

47,100,031,000 36,927,909,000 00082 10,172,122,000 78.4

52,038,492,000 3.289,224,472,000000000,020,418,2472

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 4,938,461,000

率
％

90.5

△ 5,886,111,000 0 0 0

86.3 － － － 110.3
 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

一般会計繰出金              １８,７５７,５５２,５２０円 

資金貸付金                １８,１７０,０８４,０００円 

 

・増減額の主な内容 

一般会計繰出金               ２,９７７,９９４,４８０円減 

資金貸付金                 ２,９０８,０３９,０００円減 

 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

資金貸付金                 ５,０８６,０６１,０００円 

一般会計繰出金               ５,０８５,７８３,４８０円 

 

 

（10）林業・木材産業改善資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
23.6 △ 0.8

27

28

年度

84,025,000 177,419,861 154,095,279 0 23,324,582 70,070,279 183.4 86.9

104,768,000 190,946,223 167,441,641 0 23,504,582 62,673,641 159.8 87.7

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 20,743,000 △ 13,526,362 △ 13,346,362 0 △ 180,000

率
％

80.2 92.9 92.0 － 99.2
 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                    １２２,８４３,０８１円 

林業・木材産業改善資金償還金          １９,７０１,０００円 

木材産業等高度化推進資金貸付金元利収入     １１,５０２,８５０円 

 

・増減額の主な内容 

繰越金                      ６,１９５,９５４円減 

木材産業等高度化推進資金債            ５,７５０,０００円減 

 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

林業・木材産業改善資金償還金          ２２,５９９,０００円 

 

947,650,000
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 23.8

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

84,025,000 15,759,828 028 0 0 68,265,172 18.8

104,768,000 44,598,56027 0 0 0 60,169,440 42.6

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 20,743,000

率
％

80.2

△ 28,838,732 0 0 0 8,095,732

35.3 － － － 113.5
 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

木材産業等高度化推進資金貸付金（貸付金）    １１,５００,０００円 

 

・増減額の主な内容 

木材産業等高度化推進資金貸付金（償還金）    １３,２５０,０００円減 

林業・木材産業改善資金貸付金（資金貸付金）    ８,０００,０００円減 

木材産業等高度化推進資金貸付金（繰出金）     ７,５００,２５４円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

林業・木材産業改善資金貸付金（資金貸付金）   ６７,０００,０００円 

 

 

（11）流域下水道事業特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 6.1 0.0

27

28

率
％

年度

6,926,154,601 6,415,414,483 6,415,414,483 0 0 △ 510,740,118 92.6 100.0

6,515,150,482 6,431,760,741 6,431,760,741 0 0 △ 83,389,741 98.7 100.0

対
前
年

度
比
較

金
額

411,004,119 △ 16,346,258 △ 16,346,258 0 0

106.3 99.7 99.7 － －
 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

管理費負担金                ２,８２９,５３４,９５３円 

一般会計繰入金               １,６４９,５４８,１５２円 

事業費県補助金                ６５６,５４５,１１３円 

繰越金                    ５９２,４９６,１８６円 

事業費負担金                 ４１７,１２８,０７９円 

下水道債                   ２７０,０００,０００円 

 

・増減額の主な内容 

事業費負担金                 １８５,０３２,９５８円増 

管理費負担金                 １１６,８６９,１７９円増 

事業費県補助金                ２０４,６６６,７７５円減 

繰越金                     ６８,０３８,８０６円減 

一般会計繰入金                 ２６,３７７,７１４円減 

下水道債                    １１,０００,０００円減 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 8.3

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

6,926,154,601 5,628,188,46328 0 658,256,601 0 639,709,537 81.3

6,515,150,48227 5,839,264,555 0 127,655,601 0 548,230,326 89.6

対
前
年

度
比
較

金
額

411,004,119

率
％

106.3

△ 211,076,092 0 530,601,000 0 91,479,211

96.4 － 515.7 － 116.7
 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

維持管理費                 ２,７３５,５５６,７５３円 

元利償還金                 １,６０６,６３３,０００円 

流域下水道建設費              １,２１７,６８４,１５８円 

 

・増減額の主な内容 

維持管理費                    ３３,５５７,４１２円増 

管理総務費                    ３０,１３６,２８６円増 

流域下水道建設費               ２４２,１９３,４２２円減 

元利償還金                   ３２,５７６,３６８円減 

 

○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

峡東流域下水道建設費             １９６,５９７,３７０円 

富士北麓流域下水道建設費           １９２,０００,１２０円 

桂川流域下水道建設費             １３５,１８６,２００円 

釜無川流域下水道建設費            １３２,３１０,９１１円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

維持管理費                  ６３７,３５２,２４７円 

 

 

（12）公債管理特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

27

28

率
％

年度

130,733,177,000 130,724,143,613 130,724,143,613 0 0 △ 9,033,387 100.0 100.0

117,713,499,000 117,712,402,774 117,712,402,774 0 0 △ 1,096,226 100.0 100.0

対
前
年

度
比
較

金
額

13,019,678,000 13,011,740,839 13,011,740,839 0 0

－ －111.1 111.1 111.1
 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

一般会計繰入金              ８５,６５８,２１８,５５６円 

借換債                  ４４,９４４,０９０,０００円 

県債管理基金利子収入             １２１,８３５,０５７円 
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・増減額の主な内容 

借換債                  １３,７６４,４４８,０００円増 

一般会計繰入金                ７４７,３７５,２０７円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

130,733,177,000 130,724,143,613 028 0 0 9,033,387 100.0

117,713,499,000 117,712,402,77427 0 0 0 1,096,226 100.0

0 7,937,161対
前
年

度
比
較

金
額

13,019,678,000

率
％

13,011,740,839 0 0

111.1 111.1 － － － 824.0
 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

元利償還金               １２５,１８７,９６９,０２４円 

公債費県債管理基金積立金          ５,３１３,０００,０００円 

諸支出金県債管理基金積立金          １２１,８３５,０５７円 

公債諸費                   １０１,３３９,５３２円 

 

・増減額の主な内容 

元利償還金                １２,３１７,５１０,７１６円増 

公債費県債管理基金積立金           ６９３,０００,０００円増 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

元利償還金                    ５,０３５,９７６円 

公債諸費                     ３,８９０,４６８円 
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５ 財   産 

 

（１）公有財産 

 

① 土地及び建物 

1,794,988.54合　　　計 1,593,866,644.94 △ 71,382.75 1,593,795,262.19 1,826,746.28 △ 31,757.74

△ 27,718.76 1,774,737.48

普通財産 69,548,351.68 △ 613,515.50 68,934,836.18 24,290.04 △ 4,038.98 20,251.06

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

行政財産 1,524,318,293.26 542,132.75 1,524,860,426.01 1,802,456.24

区　　分

土　　　地 建　　　物

前年度末

現在高

平成28年度中

増減高

平成28年度末

現在高

前年度末

現在高

平成28年度中

増減高

平成28年度末

現在高

㎡

 

 

ア 行政財産 

     土地の平成２８年度末現在高は､前年度末と比較して５４万２,１３２.７５㎡増加している｡

これは主として、貸付地の返還などに伴う普通財産から行政財産への分類替えによる山林の

増加５４万７,６０１.００㎡と都留興譲館高等学校の所属替えによる増加５万

４,３６９.７７㎡等によるものである。減少要因の主なものは、旧韮崎射撃場の分類替え等

によるものである。 

     建物の平成２８年度末現在高は､前年度末と比較して２万７,７１８.７６㎡減少している｡

これは主として、知的障害者更生施設青い鳥成人寮の売却等によるものである。 

 

イ 普通財産 

     土地の平成２８年度末現在高は､前年度末と比較して６１万３,５１５.５０㎡減少している｡

これは主として､山林の普通財産から行政財産への分類替えによる減少５９万

３,５０１.００㎡と河口湖河口県有地９,０７７.１６㎡の売却等によるものである。 

建物の平成２８年度末現在高は､前年度末と比較して４,０３８.９８㎡減少している｡これ

は主として、郡内地域産業振興センターの取壊し等によるものである。 

  なお､普通財産の未利用地については､旧果樹試験場万力圃場外６件を売却等により有効活

用する一方、新たに４件、４,６５４.２０㎡が未利用地となったため、平成２８年度末で２２件､

６万９,７５１.６７㎡（台帳価格２億９,７９０万１,０００円）が残されている｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



― 62 ―

 

② 山林及び立木 

分

収

区　　分

山　　　林 立木の推定蓄積量

前年度末

現在高

平成28年度中

増減高

平成28年度末

現在高

前年度末

現在高

平成28年度中

増減高

平成28年度末

現在高

㎡ ㎡ ㎡ ㎥ ㎥ ㎥

所

有

行政

財産
1,514,325,235.00 547,601.00 1,514,872,836.00 23,955,563.00

普通
財産

68,559,737.00 △ 593,501.00 67,966,236.00

1,910,463.00

45,549.00 321.00

0.00 1,411,614.00

498,528.00 24,454,091.00

45,870.00

1,411,614.00

合計 1,582,884,972.00 △ 45,900.00 1,582,839,072.00 24,001,112.00 25,911,575.00

行政

財産

 
     山林の平成２８年度末現在高は､１５億８,２８３万９,０７２.００㎡で､前年度末と比較し

て４万５,９００.００㎡減少している。これは主として、砂防管理者（山梨県知事）への売却

などによるものである。 

立木の推定蓄積量の平成２８年度末現在高は､前年度末と比較して１９１万４６３.００㎥

増加している｡これは主として、（公財）山梨県林業公社から承継した分収林事業に係る

１４１万１,６１４.００㎥の立木の増によるものである。 

 

 

③ 動  産 

機航空機（ヘリコプター） 1 機 0 機 1

区　　　　　分 前年度末現在高 平成28年度中増減高 平成28年度末現在高

 
     航空機の平成２８年度末現在高は､１機で、前年度末との増減はなかった｡ 

 

 

④ 物  権 

区　　　　　　分
前年度末現在高 平成28年度中増減高 平成28年度末現在高

㎡ ㎡ ㎡

地　　上　　権 1,385.96 77,339,900.00 77,341,285.96

地　　役　　権 228.57 0.00 228.57

合　　　計 1,614.53 77,339,900.00 77,341,514.53
 

 物権の平成２８年度末現在高は､地上権が７,７３４万１,２８５.９６㎡で､前年度末と比較

して７,７３３万９,９００.００㎡増加している。これは、（公財）山梨県林業公社から承継し

た分収林に係るものである。地役権は、前年度末との増減はなかった。 

なお、平成２８年度中の増減を除く地上権及び地役権は、流域下水道幹線に係るものである。 
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⑤ 無体財産権 

63243他　　の　　そ

26395計　　　　　合

12102権　　許　　特

505権　　作　　著

区　　　　　　分
前年度末現在高 平成28年度中増減高 平成28年度末現在高

件件件

 

     無体財産権の平成２８年度末現在高は､特許権２１件､著作権５件及びその他（意匠登録、

品種登録､商標登録）３６件の合わせて６２件である。 

新規登録は、特許権３件（「装身具用合金」、「光照射による鶏の産卵調整方法」、「鉄鋼のプ

ラズマ窒化方法」）、その他２件（品種登録 ぶどう「モンドブリエ」、ペレニアルライグラス

「ヤツマサリ」）で、登録解除は、特許権２件である。 

 

 

⑥ 有価証券 

000,298,2620000,298,262券　　　　　株

区　　　　　　分
前年度末現在高 平成28年度中増減高 平成28年度末現在高

円円円

 

     有価証券の平成２８年度末現在高は､２億６,２８９万２,０００円で､前年度末との増減は

なかった｡ 

 

 

⑦ 出資による権利 

合　　　　　計 17,876,169,362 △ 641,000,000 17,235,169,362

円

263,359,004,90263,359,004,9金　　資　　出

出　　捐　　金 8,475,216,000 △ 641,000,000 7,834,216,000

区　　　　　　分
前年度末現在高 平成28年度中増減高 平成28年度末現在高

円円

 

出資金の平成２８年度末現在高は、９４億９５万３,３６２円で、前年度末との増減はなか

った。 
出捐金の平成２８年度末現在高は、前年度と比較して６億４,１００万円減少している。これ

は、（公財）やまなし産業支援機構の６億４,０００万円及び（公財）山梨県林業公社の１００万

円が減少したことによるものである。 

 
 

 

 

 

 

 



― 64 ―

 

（２）物 品 

点(台）合　　　　　計 6,620 点(台） 74 点(台） 6,694

点

車　　　　　　　両 1,469 台 △ 2 台 1,467 台

庁用器具その他 5,151 点 76 点 5,227

区　　　　　　分 前年度末現在高 平成28年度中増減高 平成28年度末現在高

 

     庁用器具その他の平成２８年度末現在高は､前年度末と比較して７６点増加している｡これ

は主として、庁用器具、諸機械器具、情報関連機器、芸術品・歴史科学等資料（歴史資料等）

などの増加によるものである。 
     車両の平成２８年度末現在高は１,４６７台で､前年度末と比較して２台減少している｡ 

 

 

（３）債 権 

貸付金 59,559,164,314 △ 16,109,153,813 43,450,010,501

区　　　　　　分
前年度末現在高 平成28年度中増減高 平成28年度末現在高

円 円 円

 

     貸付金の平成２８年度末現在高は､前年度末と比較して１６１億９１５万３,８１３円減少

している｡これは主として､市町村振興資金貸付金が３億５,７８７万５,０００円増加したも

のの､林業公社造林事業貸付金１５１億１,９９４万５,４１６円が（公財）山梨県林業公社の

解散により減少したことによるものである｡ 
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9
6
0
,
1
9
3
,
9
3
6

△
 
2
8
,
5
1
5
,
3
1
9

9
3
1
,
6
7
8
,
6
1
7

現
金

3
7
8
,
6
5
1
,
9
9
0

△
 
3
,
4
8
9
,
2
9
1

3
7
5
,
1
6
2
,
6
9
9

歴
史
資
料
等

7
3
2
,
6
8
2
,
7
3
8

3
,
7
3
4
,
0
0
0

7
3
6
,
4
1
6
,
7
3
8

小
計

1
,
1
1
1
,
3
3
4
,
7
2
8

2
4
4
,
7
0
9

1
,
1
1
1
,
5
7
9
,
4
3
7

現
金

2
,
6
4
3
,
8
9
9
,
7
7
5

1
3
4
,
8
6
7
,
4
8
3

2
,
7
7
8
,
7
6
7
,
2
5
8

小
計

2
,
6
4
3
,
8
9
9
,
7
7
5

1
3
4
,
8
6
7
,
4
8
3

2
,
7
7
8
,
7
6
7
,
2
5
8

山
梨

県
介

護
保

険
財

政
安

定
化

基
金

H
1
2
～

、
市

町
村

の
保

険
財

政
の

安
定

化
を

図
り

、
一

般
会

計
か

ら
の

繰
入

を
回

避
で

き
る

よ
う

、
保

険
料

未
納

や
、

給
付

費
の

見
込

み
誤

り
等

に
起

因
す

る
財

政
不

足
に

つ
い

て
、

資
金

の
貸

付
・

交
付

を
行

う
に

資
す

る
た

め

山
梨

県
歴

史
資

料
等

取
得

基
金

H
1
3
～

、
歴

史
、

民
俗

等
に

関
す

る
資

料
の

取
得

を
円

滑
か

つ
効

率
的

に
行

う
た

め

山
梨

県
国

民
健

康
保

険
広

域
化

等
支

援
基

金

H
1
4
～

、
国

民
健

康
保

険
事

業
の

運
営

の
広

域
化

に
伴

う
保

険
料

の
平

準
化

や
国

保
財

政
の

安
定

的
な

運
営

を
支

援
す

る
た

め

山
梨

県
地

域
福

祉
基

金

H
3
～

、
地

域
に

お
け

る
保

健
活

動
及

び
福

祉
活

動
に

対
し

て
支

援
す

る
た

め

山
梨

県
中

山
間

地
域

農
村

活
性

化
基

金

H
5
～

、
中

山
間

地
域

に
お

け
る

土
地

改
良

施
設

及
び

こ
れ

と
一

体
的

に
保

全
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
農

地
の

機
能

を
良

好
に

発
揮

さ
せ

る
た

め
の

地
域

的
な

共
同

活
動

を
支

援
す

る
こ

と
に

よ
り

、
当

該
地

域
に

お
け

る
農

村
の

活
性

化
を

図
る

た
め

山
梨

県
森

林
整

備
担

い
手

対
策

基
金

H
5
～

、
森

林
の

整
備

の
担

い
手

と
し

て
林

業
労

働
に

従
事

す
る

者
の

福
祉

の
向

上
、

養
成

及
び

確
保

を
図

る
た

め

山
梨

県
公

共
施

設
整

備
等

事
業

基
金

H
元

～
、

公
共

施
設

の
整

備
そ

の
他

県
民

福
祉

の
向

上
に

資
す

る
長

期
的

な
計

画
に

基
づ

く
事

業
を

円
滑

に
推

進
す

る
た

め

山
梨

県
環

境
保

全
基

金

H
2
～

、
県

民
、

事
業

者
等

に
対

す
る

環
境

の
保

全
に

関
す

る
知

識
の

普
及

等
、

地
域

に
根

ざ
し

た
環

境
保

全
活

動
を

推
進

す
る

こ
と

に
よ

り
、

県
土

の
環

境
の

保
全

を
図

る
た

め

H
2
～

、
地

域
の

住
民

を
主

体
に

し
て

、
市

町
村

及
び

県
が

一
体

と
な

っ
て

取
り

組
む

ふ
る

さ
と

づ
く

り
を

推
進

す
る

こ
と

に
よ

り
、

活
力

に
あ

ふ
れ

、
う

る
お

い
に

満
ち

た
個

性
豊

か
な

地
域

社
会

を
建

設
す

る
た

め
山

梨
県

ふ
る

さ
と

づ
く

り
基

金

山
梨

県
文

学
資

料
取

得
基

金

S
6
0
～

、
文

学
作

品
及

び
文

学
に

関
す

る
資

料
の

取
得

を
円

滑
か

つ
効

率
的

に
行

う
た

め
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分

種
別

平
成

２
８

年
度

出
納

整
理

期
間

中
の

増
減

　
円

現
金

6
4
,
1
4
7
,
8
5
9

△
 
1
,
3
2
5
,
3
5
6

6
2
,
8
2
2
,
5
0
3

7
9
3
,
2
6
4

小
計

6
4
,
1
4
7
,
8
5
9

△
 
1
,
3
2
5
,
3
5
6

6
2
,
8
2
2
,
5
0
3

現
金

1
,
4
1
0
,
6
7
8
,
7
2
8

1
,
3
3
1
,
3
1
8

1
,
4
1
2
,
0
1
0
,
0
4
6

小
計

1
,
4
1
0
,
6
7
8
,
7
2
8

1
,
3
3
1
,
3
1
8

1
,
4
1
2
,
0
1
0
,
0
4
6

現
金

2
5
5
,
2
2
6
,
0
7
5

△
 
8
1
,
4
1
6
,
5
3
6

1
7
3
,
8
0
9
,
5
3
9

1
7
,
1
6
2
,
0
0
0

小
計

2
5
5
,
2
2
6
,
0
7
5

△
 
8
1
,
4
1
6
,
5
3
6

1
7
3
,
8
0
9
,
5
3
9

現
金

4
,
2
1
8
,
6
8
3

△
 
4
,
2
1
8
,
6
8
3

0

小
計

4
,
2
1
8
,
6
8
3

△
 
4
,
2
1
8
,
6
8
3

0

現
金

5
,
6
4
4
,
8
9
8

△
 
5
,
6
4
4
,
8
9
8

0

小
計

5
,
6
4
4
,
8
9
8

△
 
5
,
6
4
4
,
8
9
8

0

現
金

5
1
,
3
1
9
,
7
6
9

△
 
4
6
,
3
7
7
,
3
6
5

4
,
9
4
2
,
4
0
4

小
計

5
1
,
3
1
9
,
7
6
9

△
 
4
6
,
3
7
7
,
3
6
5

4
,
9
4
2
,
4
0
4

現
金

1
,
8
6
1
,
2
9
5

△
 
1
,
4
9
1
,
9
2
9

3
6
9
,
3
6
6

7
0
7
,
6
6
8

小
計

1
,
8
6
1
,
2
9
5

△
 
1
,
4
9
1
,
9
2
9

3
6
9
,
3
6
6

現
金

0
0

0

小
計

0
0

0

現
金

2
6
7
,
1
1
7
,
0
7
6

△
 
6
9
,
8
7
5
,
1
3
1

1
9
7
,
2
4
1
,
9
4
5

1
,
2
2
8
,
7
9
2

小
計

2
6
7
,
1
1
7
,
0
7
6

△
 
6
9
,
8
7
5
,
1
3
1

1
9
7
,
2
4
1
,
9
4
5

現
金

2
,
5
7
5
,
3
5
9
,
8
4
7

9
1
5
,
2
0
5
,
1
6
2

3
,
4
9
0
,
5
6
5
,
0
0
9

5
6
,
3
9
5
,
3
5
1

小
計

2
,
5
7
5
,
3
5
9
,
8
4
7

9
1
5
,
2
0
5
,
1
6
2

3
,
4
9
0
,
5
6
5
,
0
0
9

現
金

1
4
3
,
2
0
0
,
0
0
0

2
8
4
,
7
5
4
,
5
0
5

4
2
7
,
9
5
4
,
5
0
5

小
計

1
4
3
,
2
0
0
,
0
0
0

2
8
4
,
7
5
4
,
5
0
5

4
2
7
,
9
5
4
,
5
0
5

現
金

0
1
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

有
価

証
券

0
1
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

小
計

0
2
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

現
金

0
2
2
0
,
4
1
9
,
0
7
6

2
2
0
,
4
1
9
,
0
7
6

小
計

0
2
2
0
,
4
1
9
,
0
7
6

2
2
0
,
4
1
9
,
0
7
6

山
梨

県
地

域
医

療
介

護
総

合
確

保
基

金

山
梨

県
も

の
づ

く
り

人
材

就
業

支
援

基
金

山
梨

県
国

民
健

康
保

険
財

政
安

定
化

基
金

山
梨

県
大

村
智

人
材

育
成

基
金

H
2
7
～

、
国

民
健

康
保

険
の

財
政

の
安

定
的

な
運

営
を

図
る

た
め

H
2
8
～

、
青

少
年

を
は

じ
め

県
民

の
科

学
、

芸
術

等
に

対
す

る
理

解
と

関
心

を
一

層
深

め
、

そ
の

豊
か

な
感

性
を

養
い

、
及

び
創

造
性

を
培

う
こ

と
に

よ
り

、
も

っ
て

次
代

を
担

う
人

材
の

育
成

を
図

る
た

め

H
2
8
～

、
製

造
業

に
お

け
る

高
度

な
知

識
又

は
技

術
を

有
す

る
人

材
の

育
成

及
び

確
保

を
図

る
た

め

H
2
6
～

、
地

域
に

お
け

る
医

療
及

び
介

護
の

総
合

的
な

確
保

を
推

進
す

る
た

め

山
梨

県
森

林
環

境
保

全
基

金

H
2
4
～

、
森

林
及

び
環

境
の

保
全

に
関

す
る

施
策

を
実

施
す

る
た

め

山
梨

県
富

士
山

保
全

協
力

金
基

金

H
2
6
～

、
富

士
山

の
環

境
保

全
に

関
す

る
施

策
を

実
施

す
る

た
め

山
梨

県
農

地
集

積
・

集
約

化
対

策
基

金

H
2
6
～

、
農

用
地

の
利

用
の

効
率

化
及

び
高

度
化

の
促

進
を

図
る

た
め

山
梨

県
消

費
者

行
政

活
性

化
基

金

H
2
1
～

、
消

費
者

の
消

費
生

活
に

お
け

る
被

害
を

防
止

し
、

そ
の

安
全

を
確

保
す

る
た

め

山
梨

県
地

域
自

殺
対

策
緊

急
強

化
基

金

H
2
1
～

、
追

い
込

ま
れ

た
人

に
対

す
る

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

と
し

て
、

地
域

に
お

け
る

自
殺

対
策

を
緊

急
に

強
化

す
る

た
め

の
事

業
を

実
施

す
る

た
め

（
H
2
9
.
3
.
3
1
失

効
）

山
梨

県
森

林
整

備
加

速
化

・
林

業
再

生
基

金

H
2
1
～

、
間

伐
等

の
森

林
整

備
の

加
速

化
と

間
伐

材
等

の
森

林
資

源
を

活
用

し
た

林
業

・
木

材
産

業
等

地
域

産
業

の
再

生
の

た
め

の
事

業
を

実
施

す
る

た
め

山
梨

県
森

林
整

備
地

域
活

動
支

援
基

金

H
1
4
～

、
森

林
が

持
つ

多
面

的
機

能
が

十
分

発
揮

さ
れ

る
よ

う
、

適
切

な
森

林
整

備
の

推
進

を
図

り
、

市
町

村
を

通
じ

て
、

森
林

所
有

者
等

が
行

う
森

林
整

備
の

地
域

活
動

を
支

援
す

る
た

め

山
梨

県
後

期
高

齢
者

医
療

財
政

安
定

化
基

金

H
2
0
～

、
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

の
安

定
化

に
資

す
る

た
め

、
高

齢
者

の
医

療
の

確
保

に
関

す
る

法
律

第
1
1
6
条

の
規

定
に

基
づ

き
設

置
し

、
給

付
費

の
見

込
み

誤
り

等
に

起
因

す
る

財
政

不
足

を
支

援
す

る
た

め

山
梨

県
安

心
こ

ど
も

基
金

H
2
1
～

、
市

町
村

が
行

う
保

育
所

等
の

整
備

促
進

に
係

る
事

業
を

支
援

す
る

た
め
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分

種
別

平
成

２
８

年
度

出
納

整
理

期
間

中
の

増
減

　
円

現
金

8
1
,
8
3
5
,
7
7
1
,
3
5
3

2
,
4
8
1
,
9
1
9
,
0
9
0

8
4
,
3
1
7
,
6
9
0
,
4
4
3

7
7
,
6
2
2
,
2
3
5

有
価

証
券

2
7
,
1
8
3
,
6
0
8
,
2
8
3

6
7
9
,
3
1
7
,
4
9
2

2
7
,
8
6
2
,
9
2
5
,
7
7
5

貸
付

金
0

0
0

土
地

4
,
2
7
7
,
5
6
8
,
0
1
3

4
,
2
7
7
,
5
6
8
,
0
1
3

計
(
4
2
7
,
6
0
4
.
3
1
㎡

)
(
4
2
7
,
6
0
4
.
3
1
㎡

)

建
 
 
 
 
物

1
0
,
8
8
9
,
0
0
0

1
0
,
8
8
9
,
0
0
0

(
3
2
0
.
2
5
㎡

)
(
3
2
0
.
2
5
㎡

)

美
術

資
料

1
,
4
5
1
,
6
1
3
,
3
3
5

0
1
,
4
5
1
,
6
1
3
,
3
3
5

文
学

資
料

2
0
8
,
2
9
1
,
9
6
0

0
2
0
8
,
2
9
1
,
9
6
0

歴
史
資
料
等

7
3
2
,
6
8
2
,
7
3
8

3
,
7
3
4
,
0
0
0

7
3
6
,
4
1
6
,
7
3
8

1
1
5
,
7
0
0
,
4
2
4
,
6
8
2

3
,
1
6
4
,
9
7
0
,
5
8
2

1
1
8
,
8
6
5
,
3
9
5
,
2
6
4

7
7
,
6
2
2
,
2
3
5
　

 

0

合
　

　
　

　
　

　
 
 
計

　
基

金
の

平
成

２
８

年
度

末
現

在
高

は
１

,
１

８
８

億
６

,
５

３
９

万
５

,
２

６
４

円
で

、
前

年
度

末
と

比
較

し
て

３
１

億
６

,
４

９
７

万
５

８
２

円
（

２
.
７

４
％

）
増

加
し

て
い

る
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平成28年度基金運用状況審査意見書



写 

梨 監 第 ５ １ ３ 号 

平成２９年９月１５日 

 

山梨県知事 後 藤 斎  殿 

 

山梨県監査委員  佐 藤 佳 臣 

山梨県監査委員  小 泉 久 司 

山梨県監査委員  渡 邉 英 機 

山梨県監査委員  浅 川 力 三 

 

平成２８年度山梨県基金運用状況の審査意見について 

 

地方自治法第２４１条第５項の規定に基づき審査に付された山梨県土地開発基

金ほか４基金の平成２８年度運用状況について審査した結果、次のとおり意見書を

提出します。 
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平成２８年度基金運用状況審査意見書 

 

 

第 １  審 査 の 対 象 

 

平成２８年度   山 梨 県 土 地 開 発 基 金 

平成２８年度   山 梨 県 自 然 保 護 基 金 

平成２８年度   山 梨 県 美 術 資 料 取 得 基 金 

平成２８年度   山 梨 県 文 学 資 料 取 得 基 金 

平成２８年度   山梨県歴史資料等取得基金 

 

 

第 ２  審 査 の 期 間 

 

平成２９年８月１７日から平成２９年９月１４日まで 

 

 

第 ３  審 査 の 手 続 

 

審査に当たっては、 

１ 基金運用状況調書の計数は、諸帳票、証拠書類等と符合し正確であるか。 

２ 基金の設置の目的が十分果たされるよう適正かつ効率的に運用されているか。       

などの諸点に主眼をおき、関係職員から概況を聴取するとともに、定例監査及び例月現金出納検査の結果 

を踏まえ審査を行った。 

 

 

第 ４  審査の結果及び意見 

 

各基金の運用状況調書の計数は、諸帳票、証拠書類及び指定金融機関等の残高証明書の計数と合致してお

り、正確なものと認められた。 

なお、基金の運用について、歴史資料等取得基金により資料等取得は行われているものの、他の基金は、

ここ数年活用されていないことから、改めて、基金の必要性を確認し、それぞれの基金の設置目的に沿った

適正かつ効率的な運用に努められたい。 
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第 ５  運 用 の 状 況 

 

１ 山梨県土地開発基金 

 

  平成２８年度末現在高は、６５億８,６５３万４,９９９円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区 分 
前年度末現在高

平 成 ２ ８ 年 度 中 増 減 高 
平成28年度末現在高 

平成28年度 

出納整理期間中の増減元金及び預金利子 土地等取得 土地等処分 

円 円 円 円 円 円

現 金 2,308,895,506 3,582,480     2,312,477,986 

土 地 
4,263,168,013       4,263,168,013   

(426,414.31㎡）   (426,414.31㎡） 

建 物 
10,889,000       10,889,000 

(320.25㎡）   (320.25㎡） 

計 6,582,952,519 3,582,480 6,586,534,999   

 

 （注） 元金及び預金利子の増分は、１５９万３,７１０円の積立と、１９８万８,７７０円の預金利子で

ある。 

 

２ 山梨県自然保護基金 

 

  平成２８年度末現在高は、１億３,８８６万２８４円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高

平 成 ２ ８ 年 度 中 増 減 高 
平成28年度末現在高 

平成28年度 

出納整理期間中の増減元金及び預金利子 土地取得 土地処分 

円 円 円 円 円 円

現 金 124,429,193 31,091     124,460,284   

土 地 
14,400,000       14,400,000   

(1,190.00㎡）   (1,190.00㎡） 

計 138,829,193 31,091     138,860,284   

 

（注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。 
 
３ 山梨県美術資料取得基金 

 

  平成２８年度末現在高は、１６億１,０５８万３,８４４円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

平 成 ２ ８ 年 度 中 増 減 高 
平成28年度末現在高 

平成28年度 

出納整理期間中の増減元金及び預金利子 美術資料取得 美術資料処分 

円 円 円 円 円 円

現 金 147,455,072 11,515,437     158,970,509   

美術資料 1,451,613,335       1,451,613,335   

計 1,599,068,407 11,515,437     1,610,583,844   

  

（注） 元金及び預金利子の増分は、１,１４０万円の積立と、１１万５,４３７円の預金利子である。 
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４ 山梨県文学資料取得基金 

 

平成２８年度末現在高は、２億５,０７１万７,３８７円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

平 成 ２ ８ 年 度 中 増 減 高 
平成28年度末現在高 

平成28年度 

出納整理期間中の増減元金及び預金利子 文学資料取得 文学資料処分 

円 円 円 円 円 円

現 金 42,402,476 22,951     42,425,427   

文学資料 208,291,960       208,291,960   

計 250,694,436 22,951     250,717,387   

 

 （注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。 

 

 

５ 山梨県歴史資料等取得基金 

 

 平成２８年度末現在高は、１１億１,１５７万９,４３７円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高

平 成 ２ ８ 年 度 中 増 減 高 
平成28年度末現在高 

平成28年度 

出納整理期間中の増減元金及び預金利子 歴史資料等取得 歴史資料等処分

円 円 円 円 円 円

現 金 378,651,990 244,709 △3,734,000   375,162,699   

歴史資料等 732,682,738   3,734,000   736,416,738   

計 1,111,334,728 244,709 0 1,111,579,437   

 

 （注） 現金の減少は、預金利子が２４万４,７０９円増加したものの、歴史資料の取得に３７３万    

４,０００円要したためである。歴史資料の増分は、次の８点を取得したものである。 

 

① 武田勝頼
たけだかつより

書状
しょじょう

（８月２０日付、専柳斎あて）      

② 聖徳太子
しょうとくたいし

黒駒
くろこま

登
と

岳図
がくず

     

③ ビットル
び っ と る

葡萄
ぶどう

酒
しゅ

大販売
だいはんばい

  豊原
とよはら

国
くに

周
ちか

 筆 

④ 月 百
つきひゃく

姿
し

 武田
たけだ

信
しん

玄
げん

  月岡
つきおか

芳
よし

年
とし

 筆 

⑤ 新形三十六怪撰
しんけいさんじゅうろっかいせん

 仁田
にった

忠
ただ

常
つね

洞 中
ほこらちゅう

に奇異
き い

を見
み

る図
ず

  月岡
つきおか

芳
よし

年
とし

 筆 

⑥ 富士
ふ じ

北口
きたぐち

男女
だんじょ

登山
とざん

  落合芳幾
おちあいよしいく

 筆 

⑦ 和蘭
おらんだ

文典
ぶんてん

前編
ぜんぺん

 （村松
むらまつ

岳
がく

佑手
ゆうしゅ

沢本
たくぼん

） 

⑧ 大久保
お お く ぼ

黄斎
こうさい

自筆
じひつ

蘭
らん

文書
ぶんしょ

 

 




